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第１ 日 時  令和５年１０月３日（火）  自 午後１時３０分 

                      至 午後５時２０分 

 

第２ 場 所  法務省大会議室 

 

第３ 議 題  家族法制の見直しに関する要綱案の取りまとめに向けたたたき台（１）の

検討 

 

第４ 議 事  （次のとおり） 
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議        事 

○窪田部会長代理 それでは、予定した時刻になりましたので、法制審議会家族法制部会の

第３１回会議を開会いたします。 

  本日は御多忙の中、御出席を頂きまして誠にありがとうございます。 

  本日は大村部会長が御事情により御出席が難しいということでございますので、私が進

行を務めさせていただきます。頼りない代行ということになりますので、ぜひとも進行に

ついては皆様の御協力を頂ければと思います。どうぞよろしくお願いいたします。 

  本日も前回と同様、ウェブ会議の方法を併用した開催になります。どうぞよろしくお願

いいたします。 

  それでは、本日の会議資料の確認をさせていただきます。事務当局から御説明をお願い

いたします。 

○北村幹事 事務当局でございます。本日は事務当局から新たな資料の送付はございません

ので、前回会議の際にお配りした部会資料３０－１及び３０－２に基づき御議論いただき

たいと存じます。 

  なお、赤石委員から参考資料の提出がございましたので、こちらを本日の会議資料とし

てお配りしております。 

  今回もウェブ会議を併用していることから、御発言に当たっては冒頭でお名乗りいただ

きますようお願いいたします。 

○窪田部会長代理 ありがとうございました。 

  それでは、本日の審議に入りたいと思いますが、まず、前回会議の最後に池田委員と原

田委員から、それぞれ裁判所に対して、こどもの心情調査の実情や濫用的申立てに対する

対応等について御質問がありました。これについては、回答が難しいものについては回答

が難しいということも含めて裁判所から御説明がなされると伺っておりますので、その御

説明をお願いしたいと思います。どうぞよろしくお願いいたします。 

○向井幹事 では、最高裁家庭局の向井から御説明させていただきます。まず、回答が少し

難しいという方から先に御説明したいと思います。原田委員からの質問について、御質問

の内容は、濫用的な申立てに対し、調停をしない、又は申立書の写しを送付しないといっ

たことが実際にどの程度行われているかというものであったと承知しておりますけれども、

もとより何をもって濫用的な申立てであるというかは難しく、御質問にお答えすることが

困難であるということは御理解いただきたいと思います。 

  この点に関しまして、調停をしないものとして家事事件を終了させる事件自体は統計上

も把握できまして、一定数ございます。例えば、令和４年の子の監護に関する調停事件の

既裁件数は約３万５，０００件ですけれども、そのうち４５８件が調停をしないものとし

て終了しています。もっとも、統計からは調停をしないものとした具体的な理由は分から

ないため、濫用的な申立てであることを理由に調停をしないものとして終了した事件がど

の程度あるかをお答えすることはできません。 

  また、申立書の写しを送付しないこととした件数については、そもそも統計を持ち合わ

せておらず、そのような取扱いがどの程度行われているかということをお答えすることは

できません。 

  続きまして、前回の部会で池田委員から家裁調査官による子の意見、意向の聴取に関し
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て御質問いただきましたので、この点についても説明させていただきます。前提として、

家裁調査官は採用試験に合格後、約２年間の養成課程において心理学、社会学、社会福祉

学、教育学等の行動科学の理論や面接技法などを習得し、その後もＯＪＴや自己研さんの

みならず、経験や役職に応じた様々な研修を受けたり、学会に出席したり、研究の結果を

公表、共有したりして専門性の維持向上に努めており、子の調査で必要となる高い専門性

を備えていると考えております。 

  子をめぐる紛争があり、裁判所が子の利益にかなった紛争解決を行う上で、子の意向や

心情を専門的な知見を踏まえて把握する必要があると判断した場合には、家裁調査官が子

の調査を行っております。調査の対象となる子は、両親の紛争に巻き込まれ、大なり小な

り悪影響を受けていることが多く、子の年齢や発達状況、個性により様々でありますが、

複雑で不安定な心情、状況にあることが多いです。両親も紛争状態の中で心身に余裕がな

く、親として冷静に子の状況や心情に目を向けることができない状況にあることも少なく

ありません。 

  家裁調査官は、このような紛争が子に及ぼしている影響や、子及び両親の状況を把握し

た上で、事案に応じ、家庭訪問で子の様子を観察し、裁判所での面接で子の意向、心情を

聴取しております。家事事件手続法第６５条の子の意思は、言語的表現によって表される

意向や認識のみならず、子の挙動等に表れる非言語的表現を含むものとされており、家裁

調査官は、子との面接においては、意向や心情を言葉で表明することだけを求めるのでは

なく、調査の中で収集した事実を踏まえ、子の意思を推し量る姿勢で臨んでいます。 

  実際の調査では、家裁調査官は、子との面接に先立って親の調査や保育園、小学校など

の関係機関の調査を行い、子に関する客観的な事実を収集します。また、事案に応じて子

との面接に先立って家庭訪問を行い、子の状況を具体的に把握するとともに、子の年齢や

発達状況、個性等に応じて、子に必要な説明を丁寧に行ったり、一緒に遊んだりすること

で、子の不安や緊張を軽減し、安心感を持ってもらえるようにしています。そのようにし

て、子が自らの思いを話しやすい環境作りをした上で、中立的な場所である裁判所で子と

の面接を実施し、子との面接でも子の年齢や発達状況等に応じた質問をしています。年齢

の低い子の場合には、児童室など、できる限り温かい雰囲気の場所で面接を行うこともご

ざいます。事情があって裁判所に来てもらうことができず、家庭において面接をしなけれ

ばならない場合は、同居親に離席してもらうなどして、その影響を受けないような配慮を

した上で慎重に対応しています。 

  なお、子が話す言葉だけではなく、表情、言葉のトーン、身振りや手振り、面接への集

中度なども観察し、そうした様子に柔軟に対応するようにしています。質問する際は、父

母の一方の選択を求めるような直接的な質問は慎み、子の理解力や言語表現力等に配慮し、

また、子の被暗示性にも配慮し、誘導にならないように留意しながら、子の親に対する思

い、今後の生活に関する希望などを聴取しています。 

○窪田部会長代理 ありがとうございました。前回の御質問に対して今、回答していただき

ましたけれども、原田委員、池田委員、よろしいでしょうか。 

○原田委員 ありがとうございます。 

○池田委員 よく分かりました。 

○窪田部会長代理 どうもありがとうございました。 
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  なお、前回の会議では複数の委員の方々からこども家庭庁に対する御質問もございまし

た。ただ、こちらはまだ現在検討中と伺っております。次回会議以降に御回答をお願いす

るという扱いにさせていただきたいと思います。 

  次に、前回会議では部会資料３０－１の第１と第２が積み残しとなっておりましたが、

その最後の部分で佐野幹事と青竹幹事から手が挙がっておりました。そこで、まず佐野幹

事、青竹幹事の順で御発言を頂いて、他の委員、幹事の皆様からも更に追加の御発言があ

れば、後ほど挙手をお願いしたいと思います。 

○佐野幹事 幹事の佐野です。よろしくお願いいたします。私の方からは第２の部分につき、

３点申し上げさせていただきます。 

  一つは、第２の１（１）イの子の利益のための急迫の事情というところについてです。

これは複数の委員の方から御指摘があったところでもありますけれども、実務的な感覚を

踏まえて、少し懸念をお話しさせていただきます。これは補足説明の２ページの方にＤＶ

等の適切な対応の規律の整備の一つとされておりますが、急迫の事情というところにどこ

まで盛り込まれるかというところにもよるのですけれども、かえってこどもにとってマイ

ナスとなる父母の高葛藤を招きかねず、家裁の負担になるということがないかということ

が懸念であります。 

  まず、同居親の側からみると、ＤＶ、虐待があって、加害行為があった直後に取りも直

さず別居というのは、全くないわけではないですけれども、数としてはそれほど多くない

のではないかという実感です。やはり長年の相手方の本人に対する、あるいは子に対する

心ない発言など対話姿勢の欠如で苦しみ、それでも、支援する側から見ると、疑問に思う

ほど我慢し、ようやく別居を決意しておられることが多いかなと思います。それだけやは

り、父母が両方そろっているとか、こどもが私学に行っているなど経済的な理由などで、

別居を決断するというのはなかなか本人にとってハードルが高いものと理解しております。

それでもやはりこどもにも影響が出てきて、ようやく御本人が決断する。では、そこで協

議ができるかというと、なかなか相手が協議に応じてくれないとか、まともに聞いてもら

えないとか、従前の支配、被支配関係の中で話ができないという中で、それでもお子さん

がやはり学齢期になっていると、あるいは、御自身が仕事を持っていたりすると、それな

りの準備をして出るということが必要になります。そのようなＤＶ、虐待ケースにおいて、

子連れ別居といった事態が急迫の事情という要件の下でどうなるのか、これが違法と評価

される余地を残した場合に、むしろ、それに寄り添って支援してきているＤＶ、虐待の支

援側が違法行為に加担したとされる、国賠請求などを恐れて、今後のＤＶ、虐待支援が萎

縮してしまうことになってしまわないかという点が一番懸念であります。 

  別居された親の側から見たとき、多くのケースでいきなり別居されたというのはかなり

ショッキングな出来事で、心理的なサポートが必要だと思います。他方で、現実の従前の

監護状況とか、今後の監護の現実的な可能性などについてお考えになり、監護者指定、引

渡しを行うことで高葛藤になることが、むしろお子さんにとってマイナスだと判断される

と、こどもさんとの実質的な関係性の維持という真のニーズに集中して協議をしていかれ

る別居親の方も多くおられるかなと思います。そうした場合、一番の問題は、やはり別居

された後に協議しようにも連絡先や、面会交流含め、裁判手続をとろうにも送達先が分か

らず手続をとりようがないというところかと思います。 
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  こうしたことを踏まえると、この急迫の事情と限定し、事後的にでも子連れ別居に同居

親からの監護者指定の手続をしないと違法と評価されるとしてしまった場合に、まずＤＶ、

虐待支援の萎縮を招いてしまうのではないか、それから、係争する必要がない事案まで監

護者指定を必要とすることで、余計な葛藤を招いてしまうのではないか、かつ、家裁の余

計な負担を招いてしまうことになりかねないというのが懸念です。 

  ですので、むしろ子連れ別居後、連絡先とか送達先とかをきちんと告げて事後的にでも

協議できる状態を維持することにより違法評価を免れるという形にすれば、支援機関にお

いても当事者へそういったアドバイスもできますし、余計な裁判手続の負担も回避できる

のではないかと思います。そういう意味では、原田委員がおっしゃっていた、単独行使が

できる場合について、急迫の事情というよりは、その必要がある場合、その相当性がある

場合というのも一つ、考慮に値するのではないかと思います。 

  それから、２番目の（６）の要件ですけれども、親権者を父母双方とするか、一方とす

るか、裁判所が判断する場合の規律ということですけれども、これは父母相互の関係とか、

人間関係ではなくて、例えば海外居住など客観的、物理的な要素というのも考慮要素にな

り得ないのかという辺り、一つ考える必要があるのかなと思いました。 

  それから、３番目として３のところの、むしろ（注１）のところなのですけれども、

【Ｐ】とされている、父母以外の第三者を、子の監護者と定める場合に関する規律を整備

するというところでありますが、整備することをぜひこの機会に検討していただきたいと

思います。水野委員から何度も指摘がありましたとおり、日本の虐待、ＤＶ対応はまだま

だ弱いところがあります。そのため、親族が子の保護の機能を果たしているというケース

は非常に多くなっております。典型的に経験するのは、やはり子に対する親のネグレクト

とか、虐待によってこどもを結構長い期間、出生から６年とか１０年とか養育してきた親

族からの相談です。よくあるのは、実親が新たなパートナーといきなりこどもを引き取る

と言い出して、その法的な手続の応酬がなされるというケースがよくあります。 

  こういった事案では、少なからず、実親・新たなパートナーとこどもの関係がうまくい

っていないという意味で、離婚後の新しい家族形成に関わる問題という意味で、今回この

法制審のテーマとなっております「子の利益の確保等の観点から、離婚及びこれに関連す

る制度に関する規定等」の見直しと、全く無関係ではないと思うのです。そういう意味で、

この場でぜひ検討していただきたいと思っております。 

○窪田部会長代理 ありがとうございました。基本的に３点御意見を伺ったかと思います。

第１点は、第２の１（１）イの部分、子の利益のため急迫の事情があるときというふうな

要件について、急迫の事情ということを挙げることが父母の高葛藤や家裁の負担を増やす

のではないか、また、ＤＶケースにおいては支援を萎縮させるような状態をもたらすので

はないかということで、詳しく御説明を頂きまして、特に子連れ別居の場合の適切な処理

といったことも念頭に置くと、この部分については必要性や相当性といった観点の要件に

置き換えることが適当ではないかという御意見であったかと思います。また、同じ第２の

２（６）の部分については、そこの部分では裁判所の判断要素が挙げられているわけです

が、その中には海外の居住等の客観的要素というのも入れることが適当ではないかという

御意見であったかと思います。そして、３番目として、これは（注１）の部分ということ

になろうかと思いますが、現時点では【Ｐ】となっている部分ですが、第三者の監護とい
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うことについては、具体例を挙げて、この必要性があるのではないかということを御発言

いただいたかと思います。ただいまの佐野幹事の御発言については、意見ということでお

伺いして、この後の議論の中で扱ってもらうということでよろしいでしょうか。 

○佐野幹事 はい、結構です。 

○窪田部会長代理 ありがとうございます。 

○青竹幹事 前回、パブリック・コメントに関する御発言がありましたようですので、こち

らについて少し発言させていただきたいと思います。前回、パブリック・コメントでの離

婚後共同親権の可能性を開くことへの反対意見とか、慎重な意見が丁寧に扱われていない

のではないかという御指摘がありました。その御指摘と違った見解を持ちましたので、お

伝えさせていただきます。 

  ＤＶとか虐待からこどもと、特に母親ですが、親を守るのが非常に重要な課題であると

いうことについて、既に共有されていると思います。今の佐野幹事の御発言にも表れてい

ますけれども、丁寧に扱われているといった見方の方が客観的なのではないかと考えてお

ります。確かにパブリック・コメントでは、父母間に力の不均衡があったり、不利な離婚

を強いられたりする現状が多いということとか、主に父から母への暴力が非常に多くの離

婚の事例で生じているという指摘が多数パブリック・コメントにあります。そのような指

摘を踏まえて、危険な、安易に虐待親が共同で親権を行使するのを阻止する方法とか、停

止とか喪失、親権者変更を適切に運用できる方法を検討しなくてはならないということが

強く認識されています。こういった認識が部会資料３０－１にも表れているかと思います。

家裁が親権者を定める場合の基準とか、親権者変更についての提案も、これを無視してい

るわけでは全くなく、完全ではないですけれども、非常に丁寧に扱っていると見ておりま

す。パブリック・コメントにおける反対意見、慎重な意見が尊重されて、丁寧に反映され

ているという見方をお伝えさせていただきました。 

  それから、パブリック・コメントについて考えていることを更に簡単に発言させていた

だきますと、やはりＤＶ、虐待が生じていないケースにおける家族の在り方も尊重する必

要があるということを考えております。パブリック・コメントで、離婚後に共同親権の可

能性を開くことに賛成する立場も多数表明されていて、共同で親権を行使したいとする父

母の意思を妨げるべきではないとか、父母双方が自分たちのこどもに平等に責任を持つべ

きとか、家族の多様化に対応すべきであるといった、こちらも切実な意見が目立っていま

す。様々なケースを考慮しながら議論を進めていく必要があるということを御指摘させて

いただきました。 

○窪田部会長代理 ありがとうございました。２点あったかと思います。一つは、パブリッ

ク・コメントの中でも扱われている点ですが、ＤＶ等についてはたたき台の中でも丁寧に

対応されているのではないか、これは青竹幹事の御認識を示していただいたものと思いま

す。また、方向性ということで、パブリック・コメントの中でもいろいろな意見が出てき

てはいるわけですけれども、青竹幹事からは、虐待や、あるいはＤＶがない家族の在り方

についてもきちんと考えていくべきだということで、これからの議論の方向性について御

意見を伺ったかと思います。 

  それでは、まだ第１と第２の部分について御発言があるかと思いますので、御発言のあ

る方は挙手をお願いしたいと思います。 
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○原田委員 委員の原田です。第３０回で議論された点の補足として、まず一つは監護者の

定めについて述べます。補足説明においては、監護者の定めを一律には要求しないものと

して提案されていると認識していますが、再度監護者の定めを必要とする規定が必要だと

いうことを述べたいと思います。 

  まず、パブリック・コメントの意見なのですけれども、団体の意見としては、基本的に

共同親権に賛成の団体の多くは、監護者の定めをするか否かはどちらでもいい、単独親権

に賛成する団体は、もし共同にするとしたら監護者を指定すべきだというふうに基本的に

分かれています。しかし、共同親権に賛成するとしても消極的に賛成だと言われる団体や、

両者では意見が統一できなかったので両論併記で意見を述べられている団体、エフピック、

司法書士会、弁護士会、このような紛争の実務に関わっている団体を中心として、監護者

は定めるべきだという意見が出されています。 

  さらに最近、弁護士ドットコムという任意の団体が全国の弁護士にアンケートをとって、

１７６人の弁護士が回答したものが９月２１日に発表されていています。数として多くは

ありませんが、これは具体的な意見の中身まで含めて発表されていますので、ぜひ見てい

ただきたいと思います。この中では共同親権に反対する意見が多くて、その理由として、

紛争が増えて子の福祉に反する、裁判所がパンクするという意見が圧倒的なのです。民法

は基本法ですから在るべき姿を掲げるのだという御意見にあえて反対はしませんけれども、

しかし、その原則だけで本当に子の幸せを守れるのか、その弊害をできるだけなくすため

にはどうしたらいいのかという細やかな配慮も必要なのではないかと思います。 

  その一つがＤＶ、虐待問題で、もう一つはやはり、もし共同親権にした場合の監護者の

指定の問題ではないかと思います。仮に共同親権制度を採用したとしても、主に子を監護

する者を決めておかなければ、離婚後も紛争が続き、あるいは激化して、子がいつまでも

紛争にさらされることを実務家は懸念しています。先ほど青竹幹事がうまくいっている人

たちのことも考えなければいけないとおっしゃいました。私もそれはそう思いますけれど

も、私たちが取り扱う事例は高葛藤で、その場面しか見ていないと言われるかもしれませ

んけれども、実際に今後問題になっていくのは今私たちが扱っているような事案であり、

そうでない方は当事者同士で話し合って、うまくやっていくと思うのです。だから、裁判

所に持ってこられる、弁護士に相談されるという範囲が増えていくだろうという予測を多

くの実務家が持っています。そのことを再度考えていただきたいと思うのです。 

  もし監護者が定められていれば、監護権と親権の範囲の問題はいろいろありますけれど

も、教育現場とか医療現場や社会保障の関係での混乱はかなり避けられるのではないかと

思いますし、ひとり親の支援にもつながるのではないかと思います。そして、監護権の分

属という話が出ていますが、この分属も、監護者を指定した上で親子交流をどう実現する

かということの方が重要で、権限という問題ではなく、親子の交流を実現するためにはど

うしたらいいかという観点で考えればいいのではないかと思います。 

  あと、ＤＶ、虐待ケースの問題は、この中でもよく配慮されているのではないかとおっ

しゃっていただきました。私としては十分だと思わないのですけれども、沖野委員などか

ら出していただきました意見の中でも、子の面前での配偶者へのＤＶは、それ自体が子へ

の虐待であり、心身の成長及び人格の形成に重大な影響を与えるものと解されているとい

う記載がありまして、この点はこの部会でも共有していただきたいと思います。 
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  それから、三つ目としては、先ほど佐野幹事が発言されました急迫の場合という考え方

私も実務家としては同じような実感を持っております。賛成したいと思います。 

  それから、離婚後の親権者の定めに関して、裁判上の離婚の場合に、第２の２の（注１）

の記載について、積極的に書くべきではないかという意見を私が申しましたところ、棚村

委員から、例えばハーグの例などを挙げて、基本的にはマイナスの要素を列挙する例が多

いという御指摘がありましたけれども、ハーグは返すことを原則としているものですから、

同じ形をとれば、共同親権を原則としているように読めるのではないかと思います。 

  この部会では、離婚後の共同親権を原則とする合意はないと理解しております。婚姻中

と離婚後では夫婦の関係が基本的に異なっていて、民法７５２条の夫婦が同居しお互いに

扶助協力しなければならないという関係ができなくなっている人たちが離婚しているわけ

ですから、共同親権を選択する場合は、列挙されているマイナス要素がなくて、父母双方

が共同して親権を行うことができると判断される場合とすべきではないかと思います。こ

れを言うと、単独親権が原則だと思われるかもしれませんけれども、そうではなくて、共

同して親権を行うことができるというのが判断要素に入るべきだと思います。 

  それから、第５番目に、第２の２（１）で協議離婚の場合に親権者を定めないで離婚で

きる制度という提案がございまして、前回私は、もしこれを入れるのであれば、保全で早

く決めるということと、取下げを制限するという規定が必要なのではないかと申し上げま

した。親権者を決めて離婚するのであれば、児童扶養手当とか、いろいろな母子の、ある

いはひとり親の支援が受けられるので、ほかのことが解決していなくても離婚を早めたい

という方は多いと思うのですけれども、親権者を定めないで早く離婚したいという方がそ

れほど多いかというと、余りそのメリットもないし、多くないのではないかと考えており

ます。なので、前提としてはこの制度は必要ないのではないかと思っております。 

○窪田部会長代理 ありがとうございました。非常にたくさん御指摘を頂いたかと思います

が、一つは、監護者の定めについては必要的なものとすべきであるということで、これが

ないといつまでも紛争が続く懸念もあるということについて、特に実務家の視点からは懸

念されるのだということを御指摘いただいたかと思います。また、監護権の分属というこ

とに関しては、この問題と親子交流の実現ということについての問題を整理し直して考え

ることで対応できるのではないかということ、それから３番目として、急迫の事情につい

ては先ほど佐野幹事から御発言があったところに御賛成いただくということだったかと思

います。そして、４番目として、裁判所が定める離婚後の親権の在り方については、これ

は前回も議論になったところではございますけれども、積極要素というのを列挙して、そ

の要件を満たす場合に共同親権となるのだという形で構成すべきではないか、前回これは

ハーグ条約の規定の仕方との関係でも棚村委員から御発言がございましたけれども、ハー

グ条約が前提とする場面とここで問題となっている状況が必ずしも同じではないのではな

いか、という御発言だったかと思います。それから、親権者を定めなくても早く離婚した

いということについては、必ずしもそのニーズがないのではないかということで、この部

分については外すということも考えられるのではないかという御意見だったかと思います。 

  それでは、ほかの方からも御発言いただければと思いますが、いかがでしょうか。 

○武田委員 親子ネット、武田でございます。冒頭、佐野幹事と原田委員が触れられた第２

の１の確認なのですけれども、要はＤＶ支援が二の足を踏むような事態になってはいけな
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い、それはもうおっしゃるとおりだと思っていて、少しこれは私の誤解かもしれないので

すけれども、別居の経緯としては子連れ別居、私どもは連れ去りといっていますけれども、

双方あると思っています。今、子連れ別居か連れ去りかという議論をするつもりは当然あ

りません。ただし、この第２のところは離婚して親権者が決まった場面のことを言ってい

るのではないかと思っていて、事務当局に補足いただきたいのですけれども、第２という

のは父母双方が親権者となる、つまり、これは離婚して親権者が決定しているという前提

の下で、その行使方法として、一方が急迫の事情があるとか、日常行為について誰が決め

られるという、私は問題提起だと思っておりました。私が誤解しているのであれば、まず

この点、事務当局の方がいいですかね、法務省さんから補足を頂ければと思います。 

○窪田部会長代理 ありがとうございました。父母双方が親権者となる場合について、しか

し、その一方が単独で親権を行使することができる場合について、アとイという要件が挙

げられており、イが子の利益のため急迫の事情があるとなっているのですが、この点につ

いて、ＤＶ支援を萎縮させてはいけないということについて、佐野幹事から、少し補足的

な御説明を頂くのがいいのかなとも思うのですが。 

○佐野幹事 私の理解では、この第２の１の部分は、婚姻中も離婚後も、両方を捕捉する規

定と考えておりましたので、その意味で婚姻中の別居の場面も含まれるという理解で発言

させていただきました。 

○北村幹事 事務当局でございます。部会資料３０－１の第２の１の部分については、親権

行使に関する規律ということですので、父母双方が親権者となるときについては婚姻中も、

離婚後双方が親権者になるときも含まれるという形での御提案になっております。 

○武田委員 分かりました、ありがとうございます。では、続けて発言よろしいでしょうか。 

  二つありまして、一つが一律に監護者を定めるべきという意見がまた出てまいりました

けれども、パブリック・コメントでは、反対意見、懸念意見の多くが日常事項とか緊急の

ときに困るではないかという意見が示されたと認識していました。日常事項、緊急事項に

関しては３０－１で示されているとおり、急迫の事情、日常行為ということが単独ででき

るということで一定潰れていると、私はそのような理解でございます。したがって監護者

を一律に要求する必要はないという意見を述べさせていただきます。 

  ２点目、親権の定めの要件のところでございます。前回も申し上げましたけれども、私

は積極要件と消極要件、少し昨日の夜、生成ＡＩを使って出してみました。その方が機械

的に数字を比較できるなと思いまして。そうすると、積極要件は四十何件ぐらい出てきて、

それをどう集約するかという問題はあるのですけれども、消極要件にすると１５個ぐらい

でございまして、何が言いたいかというと、積極要件を挙げ始めたら、本当にこれが全て

なのかということを整理し切れないだろうと思います。共同親権が原則なのか例外なのか

という議論は乱暴なので余り好きではないのですけれども、確かに私は原則の方が望まし

いと考える立場ですけれども、積極要件を全て挙げ切る、そうすると、この要綱案に最後

書くときは子の利益しか書きようがないのではないかと思っています。そんな観点から、

前回に続いて、今回も消極要件を中心に挙げていくべきではなかろうかというのが私の意

見でございます。 

○窪田部会長代理 ありがとうございました。２点、御意見を伺いました。監護者の必要的

定めということについては、パブコメ等で記載されている必要がある場合ということにつ
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いても、子の利益のために急迫の事情があるときなどについては、一定の対応ができるの

ではないかということ、それから、親権の定めの要件を積極要件、消極要件で規定すると

いうことについては、この積極要件を挙げ始めると、これで全部なのかということも含め

て、十分に対応できないのではないかといった形での御意見であったかと思います。 

  今の点に関連してでも結構ですし、その他の御意見でも結構ですが、第１、第２に関し

てほかに御意見がございますでしょうか。 

○大石委員 ありがとうございます。委員の大石です。監護者の定めを一律には要求しない

という部分について、短くコメントさせていただければと思います。 

  私は、以前にも申し上げましたように、やはり社会保障給付ですとか、こどもの学校に

関することですとか、様々なシーンにおいて監護者の定めというのは子の福祉のためには

必要だと考えておりますし、あと、ここで一律には要求しないというような形で残してし

まいますと、今現在こども家庭庁もでき、様々なこども政策を進めようとしている中で、

ほかの省庁が対策をしようとしてもなかなか取り組めない、要は、決まるまで様子を見ざ

るを得ない状況に置かれているのではないかという感触を持っておりまして、やはりほか

の省庁が行う施策にも深く関わる事項でもありますので、その点をなるべくここの部会で

はっきりと決められたらよいのではないかと考えております。 

○窪田部会長代理 ありがとうございました。大石委員からは、監護者の定めの必要性とい

うことを御指摘いただいた上で、他の省庁における対応との関係でも、積極的に係るよう

な形での議論というのをここでしていくべきではないかという御意見であったかと思いま

す。 

○棚村委員 早稲田大学の棚村です。原田委員からも大石委員から今、監護者の定めを必須

にするか、それを決めておくべきかどうかということで御意見がありました。前にも少し

お話をしたのですけれども、親権者に誰がなるのか、監護者に一体誰がなれるのか、そし

て、その法的地位というのですか、中身はどんな権限や責任を負うのかということについ

て、これまで一応の整理もしてきたのですけれども、どうも十分はっきりしていないとこ

ろもあると思います。もちろんある程度内容を絞っていくことで、前にも言いましたけれ

ども、パッケージとしてそういう親権を持つ者、あるいは監護権を有する者という人たち

が何を主としてやるのかということについての大枠というのですか、それを決めておいて

議論を進めるということは非常に重要だと思っています。 

  この問題については、決定の場面では誰が責任を負っていくとか、あるいは一緒になっ

て関与して話し合っていくとかというようなことで、私たちは基本的にはこどもの利益と

いうかこどもの幸せになるために、どういうようなルールなり基準を設けるのがいいのだ

ろうかということで考える必要があると思います。親権者とか監護者という言葉も大分古

い明治以来の言葉ですから、それもやめている国もあるのですけれども、取りあえずはそ

こをまたシャッフルすると、落合委員からもあったのですけれども、議論やいろいろな意

見交換が難しくなるというので、一応定義的なものを定めた上で、従来の親権・監護とい

う言葉を使いながらやっているということです。 

  私自身は結論としては、親権者が例えば共同で親権を持つという選択ができるときに、

監護者をどうしても定めておかなければならないかというと、物事が早く決まった方がい

いだろうと、責任の所在がはっきりしていた方がいいという御意見はよく分かるのです。
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だけれども、他方で十分な話合いと適切な相談をすることで共同で関わって、この問題に

ついては双方で話し合って決める、こういう問題については迅速な決定がどうしても必要

だから、あるいは日常的なことで常に出てくることだから、いちいち話合いをするのは適

当ではないというので、かなり個別的に決めていくという組合せの在り方というのも、両

極でいうとあり得ると思うのです。その中で一番適切なのはどういうものかという時に、

選択肢が全くなくなってしまって、親権者を共同にした場合には監護者を必ず決めなけれ

ばいけないということになると、ある意味では、その監護者というのはどこまでどういう

責任を負っていくのかという問題がまた出てくると思うのです。 

  ですから、その辺りのところはかなり慎重に進める必要があると考えています。先ほど

から大石委員からも出ましたように、また原田委員も述べられましたけれども、教育の問

題とか進学とか、例えば医療とか、あるいは社会保障で手当が出る場合にどちらが受け取

るかということについても、本来、海外なんかを見ていると、監護者を定めたからその人

が一律にもらえるとか、そういうシンプルなものではなくて、医療とか教育とか、そうい

うところの具体的な状況の中で、誰がそれを決めていくことが一番こどもにとっても当事

者にとってもいいのだろうかということで、ルールを決めてくわけです。それが教育の問

題、医療の問題、社会保障の問題、それぞれの趣旨とか目的とかいろいろな、争いになっ

たり意見対立が出てくる状況も少し異なってくる問題があると思うのです。それを、逆に

言うと、監護者と定めた人に全部を集中させるという発想自体は、こども家庭庁とかいろ

いろなところにお聞きしたいわけですけれども、それぞれの重要な問題について誰が責任

を負って、誰が主としてやるのかということについて議論した上で、その取扱いを決めて

いくということが非常に重要だと思うのです。民法で、監護者を一律に定めて、教育、医

療、社会保障の現場で、本当にふさわしい人を決められるかは疑問です。 

  もちろん本人たちが話合いができればいいのですけれども、話合いができないときには、

事務局の御提案の中に、共同親権のところにあるように、親権を行うことができない、こ

どもの利益のために急迫の事情があるとか、それから、これまでも出てきていますけれど

も、日常的な行為について、あるいは緊急のもの、それから重要性の高いことについて、

どういうふうに個別的に決められるかのルール作り、いろいろな問題が出てきたときに一

番迅速でこどものためになるようなルールを作っていくことが重要であると思います。前

にも言いましたけれども、インパスオーソリティー(Impasse Authority)というのは、正に

意見の対立があって行き詰まっているときに誰がきちんと決めていくのだという決定権を

事前にきちんと合意をしていくというか、決めておくということで、紛争の予防とか、紛

争が起こったときの、意見対立が起こったときの解決策というのは出てくると思うのです。 

  ですから、私自身は結論的に言いますと、監護者の定めを置いて、主としてこういう問

題についてはこの人が決められるのだということをパッケージとして置いていくというこ

と自体は非常にいいことだと思うのです。それを合意、要するに協議をした場合に、協議

で決める、協議ができないときには家庭裁判所が、調停でもいいですし、それから審判み

たいな形でこどもの利益の観点から最終的には判断するというのは、民法の基本的な建て

付けはそうなっているので、共同親権や共同監護だけ、監護者を一律に定めなければなら

ないとは思えません。話合いでまずやる、それが難しければ第三者が入って裁判所での調

停等で解決をする、それでも駄目だったら審判ということで、裁判所が最終的にはこども
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の利益の観点から総合的に判断をして、自分たちで解決できない問題をこどものために解

決をしてあげる。そういう民法の基本的な構造の中で考えると、ここだけが監護者の定め

をしなければ駄目だというのであれば論理的にも筋が通らないように思います。協議離婚

のときにも監護者の定めをしなければ離婚できないという提案のときは、協議離婚のハー

ドルが上がりすぎるのでやめようというお話がありました。養育費だとか、監護者もそう

ですし、親権者とかもそうですけれども、なぜここだけ一律にしないと問題の解決ができ

なくて、こどもにとってはマイナスになるということなのか理解が困難です。私はどちら

かというと、家族の関係もいろいろなケースがありますから、多様なケースに対していろ

いろなルールや手立てを用意するということが大事だというので、選択肢を一切認めない

という御意見には賛同しかねます。 

  それから、第２にハーグの返還拒否事由のお話をしましたけれども、先ほど共同親権に

するかしないかというようなところで、その判断基準としてハーグを持ち出すのは場違い

であるという御意見もございました。ハーグ条約も実は、返還が原則だとかいうのですけ

れども、返還の事由というのがあるわけです。例えば、こどもが１６歳未満である、国境

を越えたこどもの移動がある、それから監護権の侵害があるとなっています。常居所地に、

こどもが元々住んでいたところに返すということで、一応返還のプラスの事由というのは

あるのです。しかしながら、実際には返還拒否事由というのが定められているのは、プラ

スのものは、できるだけ客観的で余り争いがないものについて定めておくことができます

が、積極的な要件の主張・立証よりも、消極的な要件、これは問題があるという事柄の方

が主張・立証がしやすく分かりやすいということがあるので、日本でも海外でも、子の利

益になるという積極的要件の定めより、子の利益に明らかに反するという消極的要件の方

が定めやすいのだと思います。若干争いはありますけれども、そのときに私が言っていた

のは、要するに立証の責任を誰が負っているのかという話と、立証の程度の問題がかなり

重要だと思います。そして、証明の程度。そのときに、マイナスの方がどちらかというと

割合と立証責任とか証明の負担との関係で、やりやすいから、日本でも海外でも消極的要

件を重視してきたのだと思います。ですから、この問題は、実は共同親権と単独親権のど

ちらが原則になっていくのかという議論と非常に裏腹の問題だと思うのです。 

  共同親権についても、私たちは、それができるケースとか望ましいケースというのはあ

ると考えています。事実認識の違いかもしれませんが、どのくらいあるとか、それがどう

いうような数になるかという話でいうと、それぞれに争いがあると思うのですけれども、

やはり理想的なのは、婚姻中も、ある意味ではできるのであれば父母は共同でこどもに対

して責任を負っていくということが望ましいと思います。離婚をした後であっても、離婚

によって夫婦は他人になるけれども、親子というのは、こどもにとっては親としては変わ

らないのですから、共同でやれるなら共同でこどもに責任を負う。しかしながら、婚姻中

とは違って、かなりいろいろな葛藤があったり対立があったり、いろいろなことが予想さ

れるにしても、そのときに理想としては、父母が本当に話し合って協力して、こどものた

めの責任を共に果たせたら一番いいのだろうという理想の話は、考えておくべきだと思う

のです。 

  そうでないと、共同親権が原則なのか、それから単独親権が原則なのかという、中間試

案でも出された中で、いろいろな御意見があったわけです。最終的には、共同親権みたい
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なものは、私たちは理想的ではあるけれども、なかなかそれが難しい場合には、正に単独

親権、つまり共同親権がふさわしい場合というのはどういう場合だという原則を挙げつつ、

要するに共同親権では難しい、単独でなければ無理だろうというものを挙げておくことに

よって、それが返還事由と返還拒否事由というので、ハーグの審議会も参加させてもらい

ましたが、私自身は例えとして言ったわけです。要するに、どちらがこどもにとっては望

ましいかというときに、その評価みたいなものを入れると、もちろん単独親権がいいのだ、

それから共同親権がいいのだということが入ってくると思いますけれども、理想的な形は

どういうものがいいのだろうかという議論をしていくときに、こどもにとって両親が協力

をして責任を負ってくということは非常に重要なのだということでは争いはないと思うの

です。そういう点では。ただ、現実にはそれは無理だろうとか、難しいケースがあるだろ

うということで、我々としてはルールとしてどういうような置き方をしていくかというの

で、どちらかというと、そのプラスの要素を立証しろとか、それを証明しろとかというと

きに、結構難しいのです。そのため、材料を集めてそれを言うことについて、かなり問題

があるとか、これは無理だろうというものを一般的に、全部を列挙して挙げるというのは

なかなか難しいので、そういうことになると思います。 

  ですから、私たちは、もう１回確認しておきたいのは、こどもの利益の観点から、父母

双方が関わるという、あるいは責任を負ってくということは、総論の規定の中にも一旦置

こうというふうな議論もあったわけです。だけれども、なかなかそれは置き方の問題でい

ろいろあるので、ただ、共同親権については選択ができるという考え方と、それから、共

同親権みたいなものを理想として原則として示しておこうと、むしろ法律というのは原則

があって、やはり例外があるというような形で、その例外が広がってしまう場合もあり得

なくはないと思うのですけれども、その辺りの議論は、もう１回確認をしていく必要があ

るのではないかと思っているところです。 

  いずれにしても、３番目ですけれども、親権者の離婚だけは成立というか合意はできた

のだけれども、親権者とかこどもの問題をめぐって争っているという場合に、離婚ができ

ないということになると、正に社会保障なんかでいうと、手当みたいなのが出なかったり、

いろいろなことで紛糾する場合もあると思いますし、それから、私なんかが扱ったところ

で、やはり離婚自体については争いがほとんどないのだけれども、ほかの問題をめぐって

いろいろ争っているというときに、一括解決というのも大事かもしれませんけれども、特

にお子さんの問題はかなり重要ですし、早く別れたいということで落ち着きたいというよ

うな場合は、やはり親権者を早く決めるという制度自体も、これもいろいろ議論があると

ころだと思いますけれども、あってもいいのかなということを考えています。 

  三つ、少し言わせていただいたのですけれども、共同親権なんかを選択した場合でも監

護者の定めを必ず置かなければいけないという考え方については、もちろん置いてもいい

と思いますし、それを選べるというような形にして、もしそれがなくてもいいというケー

スについては、それはそれでよろしいのではないかと思います。従来どおり、紛争になれ

ば家裁の関与とか、いろいろな形でほかの人に、ほかの機関というか、公正で中立で判断

をしてくれる機関にお願いせざるを得ないということもあってもいいのではないかと考え

ます。 

  それから、２番目のところではやはり、プラスの要因を入れるなという意味ではなくて、
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原則がどこにあるのかということをしっかりと議論した上で、例外的に共同親権がふさわ

しくないとか、単独親権でやるべきなのだというところを挙げていくという意味では、マ

イナスの事情の挙げ方は、海外もそうですけれども、正にこれはふさわしくない、ＤＶと

か虐待なんかは正にそうですけれども、そういうような一般的な事情を挙げていくことが

通常なのではないかということで、ハーグとは場面が違うとおっしゃったのですけれども、

ハーグに対比させるというよりは、どちらかというとプラスの要因とマイナスの要因の立

証の責任とか立証の程度の問題を考えると、マイナスの方が、つまり、養子縁組でもそう

ですけれども、この子と養子縁組を養親がすることによって幸せになれるという、そこを

証明しろという話と、いや、何か大きな問題があっていろいろなことが起こり得るという

事情の方が、どちらかというとチェックがしやすいということを挙げただけであります。 

  最終的にはその三つについて、御意見を申し上げました。 

○窪田部会長代理 ありがとうございました。３点について、御意見を伺いました。既に棚

村委員御自身が整理をしてくださいましたけれども、第１点目は、監護者の定めが必要的

なものかということについては、共同親権だとした上で監護者を定めるということで合意

がある場合、それが非常に望ましい場合ということがあるのも当然だろう。ただ、共同親

権の共同の関わり方というのも非常に様々な形態があって、個別事情によって変わってく

るのではないか。その意味では選択肢を残すということが必要ではないかということであ

ったかと思います。また、これに関連して、監護者を決めれば、それによって教育、医療

等の問題というのが自動的に解決されるわけではないのではないかという御認識も示して

いただいたかと思います。２点目は、ハーグ条約との関係は、それ自体を抽象的に議論す

るというのは多分今ここの役割ではないのだろうと思うのですが、ただ、ハーグ条約の方

も返還事由という形で積極的要件を定めており、それに対する返還拒否事由という形で消

極的事由が定められている。共同親権をめぐる問題においても基本的には同様のことが考

えられるのではないかということを踏まえつつ、父母双方が責任を負うということの重要

性というのを踏まえて考えると、また、それを踏まえた上でプラスの要素の立証というの

が必ずしも簡単ではないということを考えると、マイナスの要素、不都合なものを挙げて

いくという定め方の方が適当ではないか、ということであったかと思います。３番目につ

いては、私は十分理解できたかどうか分からないのですが、親権者を決めないまま早く離

婚するというニーズはあるだろう、親権者をその上で素早く決めていくということも必要

性としてあるのではないかという御意見だったかと思うのですが、よろしいでしょうか。

ありがとうございました。 

○菅原委員 ありがとうございます。委員の菅原です。今の棚村委員の御発言に基本的に賛

成なのですけれども、これまでにこの部会でも既にたくさん議論してきたことなのですが、

乳児期から青年期までのどの年齢のこどもであっても、両親が虐待せずに適切に養育を行

ってきた場合には、こどもからすれば、その親はやはりこどもにとっての愛着対象となっ

ています。そういうケースが非常に多くあるということは既に事実だと思うので、別居、

離婚の前後でもその親と会えること、ペアレンティングに関わってもらえるということは、

こどもの健やかな発達にとっても必要であることは一致した見解かと思います。ですので、

私もできるだけ離婚、別居後であっても両親がペアレンティングに関わる余地というのを

狭めすぎずにできるだけ広く余地を残しておくべきと考えております。 
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  したがって、全体的なこともたくさん話し合ってきたわけですけれども、その方向での

議論をやはり進めていくべきではないかと思います。 

○窪田部会長代理 ありがとうございました。菅原委員からは、今の棚村委員の意見に賛成

するということで、ＤＶや虐待がなければ、基本的には両親に愛着を持っているというこ

とが通常の場面であって、そして、別居後、離婚後においてもこどもの養育に関わるとい

う余地をできるだけ広く残しておくべきだという御意見だったかと思います。 

○池田委員 池田でございます。監護者指定を一律に要求するかどうかという点について、

意見を申し上げたいと思います。 

  今の御意見を伺いながら少し考えたことで、うまく整理して話せるかどうか自信がない

ところですけれども、私自身は日弁連の意見書で書いておりますとおり、監護者指定を一

律に要求すべきだ、必須にすべきだと考えていますが、それは監護者指定という制度しか

ないからというところもございます。監護者指定を必須とするというのは、離婚した夫婦

は夫婦としての信頼関係はもう失われているという前提で、にもかかわらずこどもとの関

係では対等なパートナーシップを築いていけるというふうに、そこを理性的に区別できる

というのはなかなか難しかろうという現実認識の下に、離婚後のこどもの養育については、

共同親権であったとしても、一方がメイン、他方がサブというふうに、一応その責任の所

在をはっきりしておいた方がいいのではないかというところが主たる眼目でございます。 

  その観点からしたときに、では一方を必ず監護者指定しなければいけないのかというと、

その方法だけでもないような気もしているところです。例えば、何を懸念するかというと、

同居して日常監護しているのは一方で、一方がずっとそうしているのに、他方がその日常

の監護に対してもいろいろと口出しをする、あるいは決定に関与したいというふうに入っ

てくるということの一つのデメリットを懸念するわけですので、同居親の日常監護を優先

させるというか、監護者指定すれば監護者の監護が他方の権限よりも優先するということ

を３（３）のところで書かれていますけれども、それと同様のことを、監護者指定がなく

ても、同居する親に日常の監護について一定の優先的な権限を与えるという方向性の議論

もあり得るのではないかと考えています。 

  具体的に言いますと、第２の１（２）のところで、親権を行う父母は監護教育に関する

日常の行為を単独で行うと書いてありますけれども、ここの主語を、例えば同居する親は

とするとか、あるいは、一方が子と同居する場合にはその親は、というふうな形で、同居

親に一定の特殊の地位を認めるという方向性でも最低限、あり得るのかなと考えておりま

す。 

○窪田部会長代理 ありがとうございました。池田委員からは、監護者指定を必要的なもの

とするということについて、基本的にはそちらの方向性に賛成であるということをお示し

いただきました。その場合、離婚した夫婦の状況というのを考えて、メイン、サブという

形で決めていくことの重要性ということも御指摘いただきつつ、ただ、それでは監護者を

必ず指定しなければいけないという仕組みしかないのかというと、池田委員からは別のア

プローチとして、同居親の日常監護を優先させるという仕組み、これについては先ほどの

親権を行う父母は、という第２の１（２）の部分の修正等によって対応する可能性がある

のではないかという一定の方向をお示しいただいたものと思います。 

  それでは、第１、第２だけではなくて、今日は最後まで行きたいと思うのですが、第１、
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第２について石綿幹事から御発言を頂いたところで、その他の方については、再度たたき

台の修正版が出たところで更に御議論いただくということにさせていただければと思いま

す。 

○石綿幹事 幹事の石綿です。発言の機会を頂きありがとうございます。今の池田委員の御

発言の第２の１（２）で、池田委員が同居親をという限定を付けることで分かりやすくと

いうことをおっしゃいましたが、これは限定を付けなくても、場合によっては解釈上成り

立ち得るのではないかとも思います。同居親が決めたことについて別居親が口を出すとい

うことは、親権行使として子の利益に反すると解される場合があるということもあり得る

のかなと思いますので、その辺りを次回の資料の際に整理していただければと。 

○窪田部会長代理 ありがとうございました。石綿幹事からは、池田委員から先ほど御提案

があった方向性について、必ずしも文言を修正しなくても、解釈論によっても実現できる

のではないかという御示唆を頂いたものと思います。この点について、事務当局の方でも

次回以降検討していただいて、ということになろうかと思います。 

  赤石委員の御発言までということで、一旦区切らせていただきたいと思います。 

○赤石委員 お時間を頂きましてありがとうございます。赤石でございます。今日は第２か

ら次に移るのだろうと思って、余り発言を用意していなかったのですけれども、第１、第

２のところの議論がまだあったので、若干発言させていただきます。 

  まず、棚村委員の御発言を聞いていて、少し私の中での違和感がございました。こども

に対して両親が関わること、それは大変よい価値だと私も思っておりますし、私自身もで

きるだけそのように実践してまいりました。そのような価値を理想として掲げるというこ

とはいいし、理想として掲げることによって、またその教育効果等があるということもあ

るのかもしれないのですが、少し御発言の中で理想として掲げるところの重点が多く、そ

のために、それを掲げることによっての不利益を負う人間に対しての目配りが少し少ない

なという、私はやはり同居親、主にひとり親の方たちを支援していると、理想を原則とし

て示した方がいいとおっしゃっているのですが、しかし、では不利益を負う人たち、弱者

の方をどのように配慮するのかというところの論点を一生懸命私どもは議論しているのだ

と思って聞いておりました。 

  なので、先ほど、共同親権になるときの考慮要素の中でもマイナスのものを示すのか、

プラスのものを示すのかという議論がありましたが、やはり私はプラスになる、平穏にコ

ミュニケーションがとれること、協力し合えることといったことをこの間も提案させてい

ただいたのですけれども、そういったことがなければ、こどもにとってはかえって葛藤の

現場に長く置かれてしまい、不利益になるのではないかと思います。こどもの利益という

のは非常に抽象的な概念でして、何とでも言えてしまうというところが残念なところなの

で、しっかりそこを書き込まなければいけないと思います。 

  第２点は、今日私の提出資料として出させていただきました、医療４団体、日本産婦人

科学会、日本法医学会、日本法医病理学会、日本小児科学会の４団体が法務大臣に宛てた

要望書、私が提出しなくてもよいのですが、一応やはり非常に重要な要望書だと思います

ので、提出させていただきました。やはり共同親権制度が導入された場合に、医療の必要

なときに両方の親権者の同意を得るということが必要である場合に、非常に医療を実施す

ることが不可能、あるいは遅延することを懸念しているといったことでございます。また、
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ドメスティック・バイオレンスなど、児童虐待があった場合に、一方の力関係で共同親権

の取決めがなされてしまった場合にもこういった事情が生じるのではないかということが

書かれていて、何回か前に私は滋賀医大のケースも新聞記事を出させていただいたわけで

すけれども、この問題はまだ解決していないと思っておりますので、ぜひ御注目いただき

たいと思います。 

  今のところ、以上です。 

○窪田部会長代理 ありがとうございました。赤石委員から２点、御発言を頂いたかと思い

ます。１点は、こどもの養育に両親が関わるという重要性、その価値を理想として考える

ということ自体は考えられ得ることではあるけれども、しかし、それだけであれば不利益

を負担する人間への配慮が必ずしも十分ではないのではないかということで、共同親権に

関して裁判所が判断する場合については、プラス要件をやはり積極的に示していくことが

重要ではないかという御発言だったかと思います。もう１点は、本日提出していただいた

資料で、医療行為に関する同意に関するものとして、医療関係の４学会から出された要望

というものについて御説明を頂きました。これについては、恐らく医療行為についての同

意の問題、それから共同親権との関係といったことが必ずしも法律上明確ではないので、

当然医療関係者としては懸念を持つところであると思いますが、それについてどう答える

のかというのは別途検討が必要なことは間違いないのだろうと思います。これについて、

事務局の方で何かお考えはございますか。 

○北村幹事 事務当局でございます。医療行為の同意と親権行使が必ずしも同じかどうかと

いうことについては今、部会長代理の方から御説明がありましたように、一致するもので

はなく、議論があるところではございます。ただ、この申入れを頂いた団体は、この書面

の冒頭にもありますように、その改正案の趣旨・理念については理解するところだという

ことです。現在の状況については当然、これを法務省に頂いた際に、我々の方からもこれ

らの団体に御説明をさせていただきましたが、これらの団体の方々にも、現在の検討状況

については一定の御理解を得ております。また、要望のあった部分についてはこちらの方

の議論が進んでいく中で、関係省庁とも調整をしていくことになろうかと思っております。 

○窪田部会長代理 ありがとうございました。そのように取扱いをお願いいたしたいと思い

ます。 

  それでは、少し議論を切るような形になってしまいましたが、部会資料３０－１の第１

と第２の御議論はここまでとさせていただきたいと思います。 

  前回会議も含めまして、部会資料３０－１の第１と第２について非常に様々な御意見を

頂きました。事務当局から示されたたたき台に賛成する御意見もあれば、その修正を御提

案いただくような意見もあったように思います。本日の段階では、こうした点の意見の集

約を直ちに図るのではなく、皆様から御意見を頂いたということを受け止めさせていただ

き、今後事務当局において本日の議論を踏まえて要綱案のたたき台を更にブラッシュアッ

プしていただくということになろうかと思います。どうぞよろしくお願いいたします。 

  それでは、中途半端な時間に休憩を入れることになってしまいそうなのですが、部会資

料３０－１の第３以降の議論に移りたいと思います。第３以降は第７まであるのですが、

全部では少し多いので、残りの部分を大きく二つに分けて、まず第３と第４について御議

論いただき、その後で今度、第５から第７までについてまとめて御議論いただくという形
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で進めていきたいと思います。 

  それでは、部会資料３０－１及び２の第３以降の部分について、事務当局から資料の御

説明をお願いいたします。 

○北村幹事 部会資料の内容について御説明いたします。今回は前回に引き続いて、要綱案

の取りまとめに向けたたたき台について御議論いただきたいと考えておりまして、部会資

料３０－１と３０－２をお送りさせていただいておりますが、前回会議でも御説明させて

いただいたとおり、このうちの部会資料３０－１のゴシック体の記載がこの部会での取り

まとめの対象となるものですので、こちらの資料を中心に、その内容の当否や修正すべき

内容について御議論いただきたいと考えております。それでは、第３から第７までまとめ

て簡単に御説明させていただきます。 

  まず、第３の１では、養育費等の請求権に一般先取特権を付与するものとすることを提

示しております。部会のこれまでの議論においては、先取特権を付与する範囲について、

一般債権者の利益との関係での調整が必要であるとの御指摘を頂きました。そこで、今回

のたたき台では、先取特権を付与する範囲を下記の定期金のうち子の監護に要する費用と

して相当の額の範囲内とすることを提示しております。 

  次に、第３の２では、第２９回会議における御議論を踏まえ、法定養育費を取り上げて

おります。第２９回会議では、このような制度を作る必要性やその正当化根拠を含め、幅

広く御議論いただきました。今回の資料ではそういった御議論を踏まえ、仮に法定養育費

の仕組みを新設するとした場合の具体的な要件や効果についても、ゴシックの（注１）か

ら（注３）までに検討のたたき台をお示ししております。第３の３は、養育費等に関する

裁判手続における情報開示義務に関する規律を提示しており、第３の４は、執行手続にお

ける債権者の負担軽減のための方策を取り上げております。 

  続いて、部会資料３０－１の第４では、親子交流について取り上げております。第４の

１は、子と別居する親とその子との交流に関する規律を提示しております。その内容は、

部会資料２９で御提示させていただいたものから大きな変更はございません。なお、ゴシ

ックの第４の１の（注）では【Ｐ】を付した上で、父母以外の第三者と子との交流に関す

る規律についても記載しております。本日の会議では、まずは父母と子との交流に関する

議論が中心となろうかとは思いますが、父母以外の第三者と子との交流についての御意見

も頂けましたら、今後それを踏まえての会議資料を作成させていただきたいと考えており

ます。 

  次に、第４の２は、裁判手続における親子交流の試行的実施に関する規律を提示してお

ります。この論点については、この部会の第２９回会議において、その要件をどのように

設定するかなど、様々な御意見を頂きました。部会資料３０－１では、こうした御意見を

踏まえて、家庭裁判所が親子交流の試行的実施を促すための要件として、子の心身の状態

に照らして相当でないと認める事情がないことや、事実の調査のため必要があると認める

ことを要求するという案を提示しております。本日の会議でも、その要件や効果をどのよ

うに規律すべきかについて御議論いただきたいと考えております。 

  第５では、養子に関する規律を取り上げております。第５の１は、基本的に養子縁組後

に誰が親権者となるのかという論点について現行法の解釈を整理し、これを明確化しよう

とするものであり、第５の２は、未成年者の利益を損なうような未成年養子縁組に対応す
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る規律を整備することを提示しております。 

  第６では、財産分与に関する規律を取り上げております。第６の１では、考慮要素の明

確化等について、第６－２では、期間制限の伸長について、第６の３では、裁判手続にお

ける情報開示義務について、それぞれ取り上げております。文言の表現ぶりなどを修正し

ている点はありますが、資料で提示している規律の内容は、部会資料２４の内容から実質

的な変更をするものではありません。 

  最後に、第７では、夫婦間の契約の取消権、裁判上の離婚の事由の見直しや、その他の

所要の整備について取り上げております。 

  資料の説明は以上です。 

○窪田部会長代理 どうもありがとうございました。 

  それでは、部会資料３０－１の第３及び第４について御議論をお願いしたいと思います。

第３と第４、いずれについて御発言いただいても構わないのですが、御発言の際には、ど

の部分を念頭に置いての御発言なのかということを特定していただきますようお願いした

いと思います。それでは、どなたからでも挙手をしていただけますでしょうか。 

○戒能委員 ありがとうございます。委員の戒能です。第３と第４、両方ということですの

で、第３の養育費の中の２の法定養育費の件と、それから第４の親子交流の２の試行的実

施について、意見を述べたいと思います。 

  法定養育費制度を創設するということ自体にはもちろん賛成しております。しかし、そ

の法定養育費の金額の問題がどうしてもあります。それで、極めて廉価なものになる可能

性というのがあるとすると、そこはもう一度検討する必要があると思っております。 

  それで、部会資料３０－１の資料の４ページの２、法定養育費のところなのですが、少

し分かりにくいのが、この限りではないという条件が付いていて、支払側に支払能力を欠

いているという点が一つ挙げられて、その次に、又はという、どちらかということなので

すけれども、その金額の問題と大いに関わり合いがあると思われるのが、支払によって支

払側の生活が著しく窮迫する、あるいは窮迫することを証明したときはこの限りではない

というような書き方になっておりますけれども、これは支払能力がないというだけでいい

のではないかと考えております。 

  それとの関係で、部会資料３０－２の１９ページを御覧いただきたいと思うのです。そ

こに法定養育費の額、その前の１８ページから始まる（２）のところで、誰が請求権者か、

父母の一方としているということなのですけれども、そこに、これは削除していただきた

い、法定養育費として支払われた金銭を父母の一方が自らの遊興費に費消することを許容

する趣旨ではなく、というのは不要な一文だと考えております。かなり偏見をもたらすも

のでありますし、先ほどのゴシックの方の、支払能力がない、それから窮迫するというよ

うな二重に守られるというような立場と著しく対等性、平等性を欠いておりますし、偏見

をもたらすということで、この補足説明の１９ページの記述は削除していただきたい、不

要なものだと考えています。それが１点目です。 

  それから、親子交流の試行的実施のところなのですが、これもいろいろ、（１）で、子

の心身の状態に照らして相当でないと認める事情がない場合で、事実の調査のために必要

があると認めるときは、試行的実施を促すという表現、それから（２）では、そういう試

行的実施を行うときに、第三者の立会い等を決めて、当事者に対して子の心身に有害な影
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響を及ぼす言動を禁止し、というふうな規定があるわけですけれども、こういう注意的な

規定の必要性はあるとは思うのですが、どれだけ実効性が、特に言動を禁止するという場

合に、実効性が本当にあるのかどうかということも考慮しなければならないと。注意的に

規定するということですからそこまで考える必要がないのかというと、そうでもないかな

と思っています。 

  それで、これもまた補足説明の方なのですが、２４ページに注書があります。（注１）

と（注２）の両方なのですが、ここも少し御説明いただきたい。確かに、子の利益の点な

のですが、（注１）の方は、本案と区別が必要だというようなところから、この資料では

子の利益という文言は用いないと、それから（注２）の場合は、家事事件手続法第６５条

に、そこに書かれたような子の意思の把握について規定があるけれども、試行的な実施と

いうのは飽くまで事実の調査であって、審判そのものに当たらないということで、家事事

件手続法第６５条は適用されないというようなことで、子の意思の把握の方法にすぎない

というような位置づけがされているわけなのですが、子の利益の考慮というのは、本当に

この家事事件手続法第６５条がいっている趣旨からいって、当てはまらないとか用いない

ということでいいのかという疑問を持つわけです。 

  むしろこれは、名古屋の事件を前々回御紹介したわけなのですが、それは子にとっては

試行的実施であれ変わらないのではないかと、やはり影響を大きく与えるということがあ

ります。しかも、名古屋の事件の場合は子の意思が重要なポイントになるわけですから、

拒否しているのにもかかわらずと、その場合にどういう影響を子に与えるかということは

重要な要素だと考えられますので、子の利益、これは子の利益というのは非常に中身がは

っきりしないままここでは使われているという御意見があったと思うのですけれども、こ

の場面で子の利益は十分に考慮していくべき要素ではないかと個人的には考えております。 

  以上でございます。ありがとうございました。 

○窪田部会長代理 ありがとうございました。大きく２点、御意見を伺ったかと思います。

一つは法定養育費に関して、金額について余り低額にならないようにしてほしいというこ

とと、支払能力を欠く場合、又は支払によって困窮が生じる場合ということなのですが、

後者の方は不要ではないかということが御意見としてございました。それから、部会資料

３０－２の１９ページの（３）のすぐ上のところについて、法定要求費として支払われた

金銭を父母の一方が自らの遊興などのために費消することを許容する趣旨ではなく、とい

う文言は不要ではないかということでした。これは、法定養育費の請求権者をこども自身

ではなく父母の一方とすることとの関係で、飽くまで父母の一方に渡す種類のお金ではな

いということを書いてもらったのだろうと思いますが、恐らく御指摘は、こういう書き方

をすると、ハレーションを起こすのではないかという、そういう御指摘もあったかと思い

ます。 

○戒能委員 ハレーションというか、誤解を生じます。 

○窪田部会長代理 それから、親子交流の方に関して言うと、試行的実施ということについ

て、幾つかの文言について規定の実効性があるかということとともに、これは事務当局に

対する御質問ということになろうと思いますが、２４ページの（注１）の子の利益という

文言は用いていない、（注２）の家事事件手続法第６５条は適用対象ではないということ

について、これは、子の利益が重要ではないとか、家事事件手続法第６５条がこの場面で
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は意味がないとかということよりは、多分、全体の枠組みの中で審判事項ではないという

ことを前提としての説明だろうとは思いますが、事務当局の方から何かを補足的に御発言

いただくことがあれば、お願いしたいと思います。 

○北村幹事 今、部会長代理にまとめていただいたとおりで、飽くまでも事実の調査として

行うものという位置づけを記載するために（注１）、（注２）を記載しているものでござ

います。その中で、裁判所がどういう形で子の意思、意向を把握していくのかというのは、

正にその裁判手続の中で考慮されていくものかなと、位置づけとして、最終的な審判をす

るためのものではなく事実の調査をするためで、それ以外の特に他意はございません。 

○戒能委員 それでもなお、子の利益とか、場合によっては子の意思の配慮ということは、

幾らそういう位置づけであっても必要ではないかという意見ですので、そのようにお受け

取りください。 

○窪田部会長代理 事務当局、それでよろしいでしょうか。一般論として子の利益、子の意

思の重要性ということについての御指摘を頂いたものと理解しております。 

○井上委員 ありがとうございます。委員の井上です。３ページの１、養育費等の請求権の

実効性向上の（２）について発言をさせていただきます。こちらの方に先取特権の順位に

関して、雇用関係の先取特権に次ぐものという記載があります。養育費は義務者の資力に

よるものであるということを踏まえれば、事務当局から提案いただいたとおりでよいと考

えております。短くて恐縮ですが、意見でございます。 

○窪田部会長代理  ありがとうございました。先取特権の順位については、前回の部会で

も議論があったかと思いますが、提案どおりでよいのではないかという御意見を頂きまし

た。 

  ほかに第３、４について御意見はございますでしょうか。 

○小粥委員 委員の小粥です。今の井上委員の御発言に関連してなのですけれども、実際に

問題になるのはほぼ、個人の事業者が債務者である場合で、雇用の先取特権が成立してお

り、今回の養育費等に関する先取特権が競合する場合だろうと思います。そうだとします

と、双方の金額の実際に想像できる額などを比べますと、そういう場合に雇用の先取特権

が優先することにした場合、それで理念としてよいのかというような問題はあるように思

います。少なくとも意識的に、ここは本当に雇用優先でよいのだろうかという議論はした

方がいいのではないかと思います。 

  それからもう一つ、戒能委員から、補足資料の３０－２の１９ページの、遊興などのた

めに使用することを許容する趣旨ではなく、を削除すべきであるという御発言がありまし

た。けれども、ここは、金銭がこどもではなくて父母に入る制度を設計しようとしている

以上、新しい法定養育費という制度を正当化するためには、それは子のために使われなけ

ればいけないということを強調しないと、なかなか制度を新しく設けるためのハードルを

乗り越えることが難しいので、こういうこどものためのお金なのだということを、なかな

か難しいところを強調しているという趣旨だと思うので、戒能委員がなぜ消すべきだとお

っしゃったのか、私自身は十分に理解できておりません。 

○窪田部会長代理 ありがとうございました。小粥委員からは、具体的にこの先取特権の関

係が問題になるのは個人事業者が債務者であるような場合ということで、優先関係という

のが問題になるのだと、小粥委員からは、雇用優先でいいのかについてはきちんと議論し
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た方がよいのではないかということで。 

○小粥委員 逆の結論もあり得るのではないかと。 

○窪田部会長代理 逆の結論もあり得るのではないかということで御意見を伺ったかと思い

ます。先ほど戒能委員から御指摘があった、法定養育費として支払われた金銭を父母の一

方がうんぬんという部分については、その文章の意味もあるということでした。ただ、私

自身は多分、小粥委員と全く同じ認識なのだろうと思うのですが、その上で遊興費などは

駄目だよねということではなくて、これは多分、必要なお金であったとしても、親が必要

であるお金のために使うということは許されていないと思いますので、それがもう少し明

確になるようにする必要があるかと思います。遊興費は駄目なのだというと、すごく例外

的な場合が駄目なのだよという形になってしまうのですが、非常に幅広い場合が駄目なの

だろうと思いますので、その文章はやはり少し検討していただいた方がいいのかと思って

おります。ありがとうございました。 

○大石委員 ありがとうございます。何点かあります。まず、今議論になった遊興費関係の

話ですけれども、そういった例を列挙するよりは、こどもの福祉、福利厚生あるいはこど

もの厚生のために使われるべき趣旨であるといった書き方に変えていただくのが、よいの

ではないかと思います。また、遊興費が何を具体的に指すのかとかいったことについても

誤解、混乱を招くということもありますし、例えばこどもを遊園地に連れていったりする

ために使ったとして、それは遊興費になるのか、ならないのかとかいったような、少し趣

旨から逸れた議論を招きかねないということもありますので、むしろこどものために使う

趣旨であるということさえ書けば、わざわざ遊興といった言葉を使わずとも済むのではな

いかと考えます。それが１点です。 

  それから、２点目は法定養育費に関してなのですけれども、資料にも書いていらっしゃ

いますけれども、法定養育費を含めて、養育費の請求権が誰にあるのか、今議論している

新しい法制度の中でどういったことになるのかといった点について、まだ十分な議論をし

ていないのではないかと考えます。例えば、２の法定養育費、（注１）において、子の養

育を主として行う者、子と同居する者といったふうに書かれておりますけれども、この場

合の、例えば同居の定義はどうなるのかといった問題があります。住民票がある場所を指

すのか、それとも住民票と生活実態が異なっている場合にはどうするのか、それから時間

的に長く一緒に過ごしていることを同居と捉えるのであったら、その時間はどのようなタ

ームで評価するのか、１週間なのか１か月なのか１年なのかといった問題が生じるのでは

ないかと考えます。それについてもう少し詰めた議論が必要ではないかと思います。 

  養育費の受取りは、以前私の拙稿を紹介させていただきましたけれども、それによって

所得が変わるということを通じて、各種の制度ですとか、あるいは社会保障給付などを利

用する際の収入認定にすごく関わってくる問題で、こどもの生活にも甚大な影響が及びま

す。ですので、ここで養育費の請求権が誰にあるのかといったことについての議論を詰め

ていかないと、制度の穴に落ち込むこどもが生まれてしまうのではないかと懸念しており

ます。 

  それから、もう一つの懸念としては、法定養育費の請求権の所在の判断の仕方によって

人々の行動が変化する点について、かなり軽く考えられているのではないかと、経済学者

としては懸念いたします。人は制度が作る経済的なインセンティブに非常に敏感に反応す
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るものであります。例えば、よく知られている１０３万円の壁などに見られますように、

経済的な損失を避けるためには非常に繊細な調整などを人は行うものであります。ですの

で、法定養育費のように、具体的な金額はまだ分かりませんけれども、年間にすれば結構

な金額になるような経済的な負担を避けるためであれば、率先して、例えばこどもと同居

する形をとるようにしたりとか、あるいは意図的に労働時間を減らしたり、仕事をしない

ということで収入を減らし、支払能力がないというふうにするとか、そういった行動に出

る可能性さえあるわけで、実際にそういうことは起こっているということがヨーロッパに

おける経済学の実証研究においても明らかにされております。ですので、制度を設計する

ことによるリパーカーションというのを十分に考えておく必要があるかと思います。 

  それから、３点目としては、法定養育費なのですけれども、私自身としては金額に、ま

だ分からないわけではありますけれども、児童扶養手当の収入認定からは外す、今は８割、

養育費は算定されていますけれども、外すといった方向も検討すべきではないかと考えて

おりますが、これは法務省ではなくてこども家庭庁が考えるべきことかと思います。 

  続いて、面会交流というか、全体に関わることでもあるのですけれども、それについて

一つ申し上げたいと思います。今、こども大綱の中間整理案が出ております。その中では

こどもの権利や意見を尊重するということが非常に重視されております。例えば、中間整

理案の中で一部を少し読み上げさせていただきますけれども、貧困、虐待、いじめ、不登

校、障害、医療的ケア、非行などを始め困難な状況に置かれたこども、若者、ヤングケア

ラー、社会的養護の下で暮らすこども、社会的養護経験者など、様々な状況にあって声を

聞かれにくいこどもや若者、乳幼児を含む低年齢のこども、意見を表明することへの意欲

や関心が必ずしも高くないこどもや若者がいることを認識し、全てのこどもや若者も自ら

の意見を持ち、それを表明することができるという認識の下、安心して意見を表明し、そ

の意見が施策に反映されるよう、意見聴取に関わる多様な手法を検討するとともに十分な

配慮や工夫をするとなっておりまして、面会交流に限らずなのですけれども、やはりこど

もの意見、意思とか状況というものに対して十分に配慮し、かつこども大綱との整合性と

いったものも求められるのではないかと考えております。 

  以上です。ありがとうございます。 

○窪田部会長代理 どうもありがとうございました。一つは、文章の変更に関して、先ほど

から議論になっております部分について、遊興費の部分についてはもう、この部分を削除

して、こどものために使うのだということを明確にすればいいのではないかということを

御発言いただいた上で、３点、御意見を伺ったかと思います。一つは、法定養育費に関し

て、これは具体的な意見というよりは、むしろ請求権者、あるいは請求権の所在について

の議論が必ずしも十分ではないのではないかという形での御指摘であったかと思います。

その中には、同居の定義等々も含めまして、まだ十分ではないのではないか、そして、養

育費の受取りというのは社会給付等とも関係が出てくるので、この部分できちんと整備し

ておかないと、抜け落ちてしまうこどもが出てくるのではないかというのが第１点であっ

たかと思います。第２点として、法定養育費あるいは請求権の所在によって、それが人々

の行動に影響を与えるということも考えられるということでした。負担者が別居していた

のを同居する、あるいは仕事を減らしてその負担を免れるといったようなことも考えられ

るので、そうした点も踏まえた上で考えていく、制度を整備していく必要があるのではな
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いかということについて御発言いただいたかと思います。なお関連して、養育費と児童手

当についても御指摘を頂いたかと思います。３番目としては、親子交流に関してはこども

大綱、中間整理案が現時点で発表されていますが、この中ではこどもの意思であるとか意

見表明というのが大変に重視される形になっているということで、親子交流の問題に限っ

たことではないけれども、この問題に関してもこども大綱との整合性を十分に図るべきで

はないかという御意見を承ったかと思います。 

  一旦途中で休憩を入れることにはなると思いますが、落合委員、今津幹事、それから沖

野委員、赤石委員、原田委員という順番でお願いしたいと思います。 

○落合委員 お時間ありがとうございます。落合です。法定養育費について発言したいので

すが、その前に先ほどの遊興費という話が少し気になりますので、一言言わせていただき

ます。やはり遊興費のような言葉が入っているのは、シングルマザーに対する差別感があ

ると思うのです。それを感じないという方がいるのは少しおかしいと思います。やはりそ

の言葉が入るべきではないと思います。それと、こどものために使うというのを強調する

と、それは大事だと思うのですけれども、こどものためというのはどういうことか。では

お母さんはそれで食べてはいけないのですか。法的にはどうなのですか。私はお母さんは

そのお金から絶対に食べるべきだと思っています。こどもの監護をする、こどもの世話を

するということは、そのケアをする人も生きていなければいけないからです。その心身の

健康を保ちながらお母さんが生きる、これはこどものためなのです。ケアをするというこ

とは、ケアをする人がきちんと健康に生きているということが前提です。だから、子の監

護のために使うというのは、お母さんはそれでしっかり食べるし、着るし、あと遊興とい

うけれども、そうですね、メンタルな安定を保つためにも使っていけないことはないと思

うのです。ケアをする人がきちんと生きていなければいけないというのを考えて、そこを

解釈してほしいと思います。 

  追加で言いたかったことは以上でして、法定養育費についてお話します。この流れで行

くと、金額で決まることになりそうなのですが、金額で決めるのはやはりおかしいと思う

のです。なぜおかしいかというと、親がこどもに対して持つ義務というのは自分の生活と

同じような生活をさせる義務ですよね。そうであるなら自分の生活レベルを入れられるよ

うな計算式であるべきです。法定養育費というのは算出する式を決めるべきであって、金

額を決めるのでは駄目だと思います。金額だったら余り高いものに決められませんから、

割と収入のある人にとっては、少しもめていれば、自分が本当に払わなければいけないぐ

らいの額よりも低い法定養育費になってしまいます。そういうことが交渉の過程でも働い

てしまうでしょう。だから、法定養育費は式として決めるということを提案したいと思い

ます。 

  そうすると、支払能力を欠く人というか、非常に収入が低いのであっても、式なら何か

計算できるわけですよね。あるいはゼロになるかもしれないけれども、算定はできるでし

ょう。すごく低い費用でも払えばいいのかもしれない。でも、ここで最低限度の生活を維

持するためというのは、少し別の使われ方をするべきだと思っていまして、その式に合わ

せて法定養育費を計算したときに、その金額がこどもの最低限度の生活を維持するための

金額を下回ってしまうような場合、その場合は何か自動的にというか、迅速に公的な何か

費用が出るとか、それをセットにしたらどうなのでしょうか。 
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  先ほどから社会保障の方との連動の話がありましたけれども、そちらが働くまでに何か

月も空くと、本当に困窮する可能性があるわけですよね。ですから、ここで法定養育費と

いうのを決めるのは、決定までの間で困窮するといけないからということで決めるのです

から、法定養育費が余りにも低くなってしまうようなケースの場合は、すぐに公的な支援

があるみたいなことをセットにしないと成り立たないのではないかと思うのです。ここで

実行したいことが実行できないのではないかと思います。 

○窪田部会長代理 ありがとうございました。落合委員からも幾つかの点の御指摘を頂きま

した。先ほどから問題となっている文言については、遊興というのは単に余り適当ではな

いというだけではなくて、一定のバイアスの掛かった表現である可能性があるので、避け

た方がいいだろうということでした。その一方で、こどものために使うというのが一体ど

の範囲までなのかということでの御指摘もいただきました。これは恐らく、こどもが自ら

の扶養料を請求するという場面と養育費という形で立てる場合で、ひょっとしたら違いが

あるのかもしれませんが、それについてもう少し詰めていく必要があるのかなと思って伺

っておりました。また、法定養育費については金額で決めるのはおかしいのであって、む

しろ算出する式を決めるのがここでの役割なのではないか、その上で、非常に収入が少な

い場合等については社会保障等との関係で速やかな連携が図れるという仕組みを立てる必

要があるということでした。法定養育費については事務当局から何か御発言がありますで

しょうか。 

○北村幹事 今いろいろ御指摘いただきました。前提として、補足説明の文言につきまして

は御指摘を踏まえまして検討したいと思います。それ以外に、法定養育費、この部会で

様々御議論いただきましたけれども、まず前提として、御議論いただいた経過としては、

やはり父母がしっかりと話し合って決めていただく、そして、それはきちんと収入に応じ

てしっかりとその義務を果たしていただく、それを決めることが、基本的にはそれがまず

在るべきだという、そこはこの部会の中で共有されているのだと思います。それができな

い場合、特にもう話合いも全くしないで離婚してしまったような場合の救済措置として一

定額、その話合いができるまでの間、そこを決めようという中で、話合いができていない

中でどうするのかという議論を頂いたのかなと思います。 

  そうすると、きちんと話合いあるいは裁判所で決めるのであれば、今、落合委員から御

指摘がありましたように、双方の収入を比較して、どういう金額を決めるのかというのは

可能なのだろうとは思いますけれども、それがない中で収入が分からないまま決めるとい

うのはなかなか困難であるということを前提に、制度設計はしてまいりました。いろいろ

この建て付けには御批判があろうかとは思っておりますけれども、飽くまでこの法定養育

費というのは、合意ができない場合のデフォルトルールだという発言をしていただいた委

員もありましたけれども、飽くまでもそういう位置づけであって、ここに依拠するのでは

なく、きちんと父母が話し合って決めていただくということを念頭に御議論いただいてい

た、それを前提にいろいろ御提案させていただいているものと理解しております。 

○窪田部会長代理 ありがとうございました。たくさんの方にお待ちいただいているのです

が、もう３時２０分になっておりますので、ここで一旦休憩を頂いてもよろしいでしょう

か。今津幹事、沖野委員、赤石委員、原田委員には少しお待ちいただくことになりますが、

それでは３時３０分に再開するということで、１０分弱休憩を頂戴したいと思います。 
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○窪田部会長代理 それでは時間になりましたので、再開させていただければと思います。 

  先ほど申し上げたとおり、今津幹事、沖野委員、赤石委員、原田委員の順番で、まず御

発言をお願いしたいと思います。 

○今津幹事 幹事の今津です。第３の１から４まで、順番に発言をさせていただきたいと思

います。 

  まず、第３の１の養育費等の請求権の実効性の向上というところで、向上の手段として

先取特権を付与するという方向性について、異論ありません。養育費というものの概念を

新たに定義する形ではなくて、今回書いていただいているように、既存の民法の規定をベ

ースに、そこから一定の額という形の規律になっているところかと思うのですけれども、

補足説明の方にも書かれているように、金額の多い少ないというようなところが個々の事

案によって出てくるところも考えられるわけですので、御提案のような政省令で定める額

というところで上限を設定するという方法も合理的なのかなと思っております。 

  それとの関係で、タイトルには養育費等に関するという書き方になっているのですが、

今回は、例えば既存の法律で呼ばれている婚費ですとか監護費用とかいうものをベースに

していて、それとは別個に養育費というワード、少し法制上の細かい話になるかもしれま

せんけれども、養育費というものを新たに作るわけではないという御提案で理解が間違っ

ていないかということを事務局の方に確認いただきたいと思います。 

  それから、次の２の法定養育費に関してなのですけれども、私自身は法定養育費という

ものを入れるということには賛成の立場です。ただ、導入に際して一番懸念されるのが、

やはり債務者側の不利益といいますか、特に支払能力がないのにこういったものを請求さ

れる債務者にとっての不利益ということを非常に強く懸念される声がパブコメ等でも見ら

れたところですけれども、休憩の直前に事務局から御発言がありましたように、飽くまで

も協議ができない場合の補完的な意味合いのものであると考えるとすると、支払能力のな

い債務者としては事前の協議で、例えば法定の額より低い額で合意を取っておくとか、あ

るいは極論すればゼロ円で合意をしておくというような方策を事前に講じておくというこ

とも可能ですし、さらに、請求された段階で手続上の手段を講じて、実体抗告等の手段を

講じて請求を回避するということも可能になっておりますので、債務者にとって著しく過

酷であるということまではいえないのかなと感じているところです。そうであるとすると、

債務者にとって手続上の負担等が発生するとしても、それを上回るだけのメリットといい

ますか、制度を導入することによってこどもに利益をもたらすというところで、制度導入

には正当化が十分できるのではないかと思っております。 

  それから、３の開示義務についても、こういったものを設けること自体には賛成です。

その場合に制裁を設けるかどうかという辺りなのですけれども、御提案されている中で過

料の制裁というところにも言及されているのですけれども、過料ではやや実効性という面

では不安もあるかなという気がしておりますので、これも資料に書かれているものですけ

れども、審判の全趣旨に照らして認定できるような形での、制裁というかどうかはともか

く、そういったことができるようにする方が、より制度の目的には沿うかなと思っており
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ます。 

  それから、４の執行手続の話ですけれども、こちらも繰り返し資料の方で取り上げられ

ているところですけれども、既存の複数回に分かれる申立てを一つにまとめるというとこ

ろで、全く新しい申立てを創設するというわけではないと、既存の制度からの乖離はそれ

ほど大きくないと思いますので、債権者の申立ての中身というか、幅をどこまで認めるか

という辺りで少し検討は必要だろうとは思うのですけれども、こういった仕組みを設ける

こと自体には全く異論がないというところです。 

○窪田部会長代理 ありがとうございます。今津幹事からは第３の１から４までについて、

それぞれ評価を示していただいて、全体としてこうした制度について賛成の御意見を伺っ

たのだと認識しております。ただ、幾つか、一つは第３の１に関して、これは養育費等と

いう形にはなっているけれども、養育費という形で新たな概念を創設するわけではなくて、

既存の概念を使った上でのものとなっているという理解でよろしいのか、これは事務当局

に対する御質問になるかと思います。また、３の開示義務に関しては、制裁ということで

過料ということも挙げられているけれども、実効性は乏しいだろうということで、むしろ

全体としての認定に反映させるような仕組みを探っていく方がいいのではないかという御

意見であったかと思います。今御質問があった点について、事務当局からお答えを頂けま

すでしょうか。 

○北村幹事 事務当局でございます。御指摘のとおり、新たに養育費という概念を作り直す

のではなく、民法の中の既存の制度を用いた形での説明、提案とさせていただいておりま

す。 

○窪田部会長代理 ありがとうございました。 

○沖野委員 委員の沖野でございます。第３の１の先取特権の付与と、２の法定養育費につ

いて発言させていただきたいと思います。 

  まず、法定養育費の方なのですけれども、ここで構想されている制度というのは、既に

事務局からも御確認があり、今津幹事も言及されましたように、分担についての定め、こ

の中には審判も含むと思いますけれども、そういった、より当事者に適合的な形で定めが

されないときにも、もう離婚のときから一定期間にわたって当然に発生するという、取決

めをつなぐものとして用意されており、しかも、これは考え方があるという形ではござい

ますけれども、（注２）ですと、特に支払能力を考慮して、そのような額のものがいきな

り発生して義務になってしまうということに対して、後ほど裁判によってその部分の免除

をするとか、減額をすることで調整するということもできるものとなっております。です

から、一定額を形式的な形で走らせるのだけれども、もちろん協議が調えば、そちらによ

るし、そもそも離婚の際に最初から決めておけば、そちらによるし、それから、決めない

で離婚したために発生したとしても、それが実情に合わないということであれば事後的な

変更ができると、そういう制度として用意されているもので、これは合理性というか、適

切な制度ではないかと思っております。 

  その際の額ですが、それが式に当てはめて当然に出るのか、金額で出るのかというのは、

例えばこどもが２人だと掛ける何点何とかいうことであれば、それは式で出るのかもしれ

ませんし、その辺りは決め方次第だとは思いますけれども、ただ、発想自体としては、標

準額で行くのか、それとも最低額で行くのかという考え方が示されており、今回（注１）
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では、飽くまで例えばという限定ではありますけれども、最低限度の生活維持のために分

担すべき額というので金額を定めるとされております。そういった制度として用意される

ということで、それでよろしいのではないかと思っておりまして、そういう性格に照らし

ますと、（注３）におきまして、上記１の先取特権の対象に含めるというのを、これも考

え方があるとされておりますけれども、含めることでよいのではないかと思っております。 

  そうしたときに、先取特権の方なのですけれども、小粥委員から御指摘のあった、特に

優先については更に検討した上で、最終的にこの結論かもしれないけれども、検討してお

く必要があるのではないかという御指摘を受けてのことにもなります。その前提としてと

いいますか、１（１）の、相当な額として先取特権による優先が及ぶ額と、法定養育費で

最低限度として定められる額とがどういう関係に立つのかというのが気になっておりまし

て、基本的には他の一般債権者にも優先するのであれば最低限度だと考えるならば、ここ

を一致させる考え方もあると思いますし、それはそれで切り離して、相当な範囲では優先

させるという考え方もあり、それによって先取特権による優先の考え方が少し変わってく

るのかもしれない、あるいはその優先順位の付け方が変わってくるのかもしれないと思っ

ておりまして、ここは、決めるというか、考え方を整理する必要はなおあるのではないか

と思っております。仮に、最低限度は一般先取特権で一般の債権者にも優先させるのだと

いう考え方を採った場合に、雇用の先取特権よりも劣後するというのが適切なのかという

のは、私も唯一の結論ではないというか、逆も十分あり得るのではないかと思っておりま

す。 

  ４点ございまして、一つ目はその性格ですが、今のような限定を掛けるとなりますと、

この最低限度の生活維持のためにそこだけは優先を付けるというものであって、雇用の先

取特権も、もちろん生活保障などでとても大事ですけれども、こどもの最低限度の生活保

障というのは政策的にも優先すべきではないかと思われます。それから、関連しまして範

囲ですが、雇用の場合は制度上は金額の限定もない形になっていますので、結局先取特権

を付けても余り養育費の方に意味がないというところまで食い込む可能性も制度的にある

形になっており、最低限の生活というものの保障を果たして考えなくていいのか、養育費

については正にその部分に限定されているということがあるということからすると、範囲

の限定ということからも、養育費を優先するという考え方はあるように思われます。 

  それから、保護を必要とする場面と対応可能性という点ですが、小粥委員がおっしゃい

ましたように、結局養育費が問題になるのは個人の事業者、家庭における使用人といった

話もあるかもしれませんが、基本的には個人の事業者で、大多数の法人の場合は全くこの

競合が問題にならないというわけですので、雇用の労働債権の保護という点からしまして

も、この形の競合が問題になるのは極めて限定的な場面ということになります。さらには、

対応可能性といったときには、雇用の場合は実質的には雇用の先取特権は余り効かないと

もいわれていまして、それは、危なくなったらもう別のところに就職するからだというこ

とも指摘されております。これがどのぐらい実態を反映しているのかという問題はありま

すけれども、一般的には雇用の先取特権の債権者は早めに対応するということが可能で、

そうしなくてもいいようにという先取特権の趣旨でもあるわけですが、これに対してこど

もの方が、あるいはこどもを監護養育している同居親が相手方を変えて対応を変えるとい

うことはなかなか難しいわけで、そういう対応可能性という点からも、要保護性が養育費
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は高いと思われます。 

  さらに、これには一般の先取特権を与えることでどのくらい保護になるのかという問題

は実はあります。優先の範囲ですとか、それから、手続面での債務名義を取らなくてもい

いということが本当にどのくらい効いてくるのか、それから形式的、理論的には任意弁済

がされたときの安定という話もありますけれども、現実にどのくらいこれが実効性として

効いてくるのかということは、疑いもなくはないのですけれども、非常に象徴的な意味も

大きいと思われます。 

  そして、そのときの保護の話としては、やはり債務者が最も窮境にある倒産になったと

きにどういう保護が与えられるかということを考えますと、現在は租税債権や労働債権に

ついては実体法がそのまま反映される以上の保護が倒産法では与えられている面がありま

して、もしも労働債権よりも保護が高くなるとか、あるいは少なくとも同列になるのであ

れば、債務者の倒産におけるより優先的な保護ということも射程に入ってきますので、も

っとも実体法でそれを決めていいのかという問題もあるかもしれませんけれども、そうい

う保護の可能性や、養育費の債権が保護すべきものであるという社会的な共通認識の醸成

といいますか、そういったものにもつながると思われますので、当然に劣後するというこ

の案に対しては、むしろ優先するとか、せめて同順位であるとか、そういう考え方も十分

あるし、私はそちらの方がよいのではないかと個人的には思っておりますけれども、そう

いった考えもあるのではないかと、この段階ではございますが、改めて申し上げたいと思

います。 

○窪田部会長代理 ありがとうございました。非常に整理してお話を頂いたので、こちらの

方で繰り返す必要はないかと思いますが、大きく２点、御発言を頂いたのかと思います。

一つは、法定養育費について一定のつなぎとしての役割、事前の協議があれば、もちろん

それによって養育費が決まるし、また、場合によっては事後的な変更も可能なものであり、

そのような暫定的な位置づけのものであるということを前提として、金額については標準

額なのか最低限度を保障するものなのかという議論はあるけれども、これが最低限のもの

なのだとすると、先取特権を与えるという構造との関係でも一定の合理性があるのではな

いかという御認識を示していただいたものかと思います。もう１点は、先取特権の順位、

先ほどから少し議論になっているところではございますけれども、先取特権の順位を考え

る上で相当な額として示されているもの、養育費等のところで示されている相当な額とい

うのと、法定養育費としての額、それが一体どういうものなのか、この両者の関係は必ず

しも明確に整理されていないのではないかという御認識を示していただいた上で、もし法

定養育費としての額、こちらの方で最低限度のこどもの生活の保障といったものなのだと

すると、むしろ労働債権との関係でも順位が上がるということが考えられるのではないか、

それ以外にも沖野委員から詳しくいろいろな制度について分析を頂きましたが、最終的な

ところでは、労働債権と同順位である、あるいはそれより優先するということも十分に考

えられるのではないかという御意見を賜ったかと思います。 

○赤石委員 ありがとうございます。しんぐるまざあず・ふぉーらむの赤石でございます。

何点かあるのですが、一応まず養育費のところでお話ししたいと思います。 

  先ほどから法定養育費のところでいろいろ議論がありました。遊興費のところで、重ね

て言うほどでもないのですけれども、やはりいろいろな福祉受給者に対する差別的な発言
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がこの１０年、２０年あったのと、どうしても少しリンクするような書きぶりだったかな

と思っております。生活保護受給者はパチンコに行っているのだろうみたいな、それを連

想させてしまうのはやはり少しよろしくないのかなと思います。 

  法定養育費、ここが決まることは大変歓迎しております。その額についてはいろいろな

議論があるのですけれども、この間、自治体で離婚時に何か算定式があるといいですねと

いうような話もしましたが、なかなか難しいのかな、取り入れられてはいないというのは

残念ではあるのですけれども、決まっていくことは歓迎します。とはいえ、ここで少し後

段のところが気になるところがあります。支払能力を欠くためにその支払をすることがで

きず、またその支払をすることによってその生活が著しく窮迫する、括弧で、ことを証明

したとなっていますけれども、ときはこの限りではない、これはどのように規定するのか

というのは、条文はこのままなのかもしれないのですが、これを実行するときに一体どう

なるのだろうと少し気になりました。 

  やはり養育費、部会資料３０－２の方の資料でも、窮迫することを気にしているという

ようなことが書かれていたのですが、一方でこの間の議論で私は、お父さんの方が養育費

を払いたくないがために仕事を辞めてしまうというような事例がありますというのは言っ

たつもりです。相談者さんの中にもそういう方がいらっしゃるので、少しそこはバランス

を持って見ていただきたいと思います。養育費を払わないために仕事を辞めるというのは、

合理的な行動ではないと私は思いますけれども、実際にはいらっしゃいますということを

お伝えしておきます。 

  その上で、一体どういうふうにして生活が著しく窮迫するといったことを規定するのか

というのが、とても困難ではないのかなと思いました。例えば、今、同居親の方のひとり

親の相対的な貧困率というのは４４．５％となっております。相対的な貧困率のラインと

いうのは、ここは大石委員の方が全然お詳しいと思うのですが、生活保護ラインとそれほ

ど掛け離れていないといわれております。もし困窮するというラインを何か引くのであれ

ば、日本では生活保護の基準しかないと思うのですけれども、それ以下になったら払わな

くていいですよねというふうなことになるのか、でも、それ以下で暮らされている方がほ

ぼ４４．５％もいるときに、そこで免除してしまうのでしょうかというのが少し分からな

い。やはりこどもに養育費を払うということは、非監護者にとっても誇りにもなる、また

自己肯定感が上がることでもあると思いますので、少額でも払っていくという方向の方が

私はいいと思いますし、生活保持義務というのは、自分の方が苦しくなっても、やはり同

等の生活保持をするという義務だと聞いておりますので、この規定がどう機能するのかと

いうのが非常に心配なので、私はこの規定はなくてもいいのではないかと思います。ひと

り親の方がいろいろなことを書いてきてくださるのですけれども、法律は弱い者を守るた

めにあるはずです、その当たり前がかなう世の中になってほしいというふうに私たちに託

している方がいらっしゃいます。 

  もう一つ、養育費の請求権者のことでございます。先ほど大石委員も少しおっしゃって

いたのですけれども、今、子の養育を主として行う者、子と同居する者というふうな書き

ぶりで養育費の請求権者が定められています。部会資料３０－１でいうと４ページの（注

１）のところでございます。監護者指定している場合には、監護者が同居者側、請求権者

となるということも想定できます。親権者、監護者、そして子の養育を主として行う者と、
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４層ですよね、父母というのがあって、親権者があって、監護者があって、更に子の養育

を主として行う者と、この４層というのが本当にいいのかどうか自信がないわけですけれ

ども、少しそれは置いておいて、その場合に、例えば同居親と非同居親の養育時間の分担

があって、９対１とか８対２とか、一体それをどういうふうに計るのかという問題もあり

ますけれども、５対５というのもないわけではないだろう等々のときに、子の監護をする

費用を、その割合によって減るとか、そういうことを想定しておられるのかどうかという

ことを、御説明のときにも少し聞いたのですけれども、５対５なら払わないということも

あり得るようなお話だったかと思うのですけれども、その辺りがどうなるのかというのが

少し不安がよぎりました。 

  オーストラリアでは、私が聞いているところですと、やはり養育費の支払を回避するた

めに養育の時間の割合を増やすというような親が出てきたり、それが果たして子の利益に

なるのかといった問題がございます。ですので、こういう解釈になるのは反対であるとい

うことを申し上げたいと思います。 

  あと、ごめんなさい、言うのを忘れていました。法定養育費は、当然これは離婚時に適

用するのですが、婚外子、非嫡出子の認知によるときにも同じようになるのかどうかとい

うのも少し気になるところなので、お答えいただければと思います。 

  あと、やはり債務名義が発するというのはとても素晴らしいし、今、年間で２０万組ぐ

らいの離婚のうち有子離婚、未成年のこどもがいる離婚が１０何万組で、その方たちに全

て法定養育費が付与されるというイメージでよいのですかね。違うと北村幹事が目でおっ

しゃっているので、後で教えていただければと思うのですけれども、法定養育費を発生す

る、いろいろ条件があるので違うのかな、その方が大量に発生するとすれば、随分世の中

の見え方は確かに変わる、これがうまく機能するところに私たちでさせるには、やはり取

立てについての何らかの支援がないといけないと思っていて、そこがやはりこのたたき台

の中には明示的でないのは残念に思うということだけ言っておきたいと思います。 

○窪田部会長代理 ありがとうございました。うまく整理できるかどうか分からないのです

が、遊興費等をめぐる文言については、追加で御意見を伺ったということでお聞きしてお

きたいと思います。その上で、法定養育費に関して、法定養育費の４ページの２のただし

書の部分、支払をすることができず、又はその支払をすることによってその生活が著しく

窮迫するという部分について、特にこの窮迫をするという部分についてはどのように判断

するのか、どのように認定するのか難しいのではないか、あるいは窮迫のラインの設定に

ついてはどうなのかということで、窮迫に関しては、養育費を払いたくないから仕事を辞

めるというケースもある、これは先ほどの大石委員からの御発言の中でもあったと思いま

すが、そうしたことも踏まえて考える必要があり、当然に免除するのではなく、少額でも

いいから払わせていくということが重要ではないかという、これは御意見であったかと思

います。それから、養育費の請求権者に関しては、特に養育時間の分担をするような場合

に、それによって養育費の、ここでいうのは恐らく法定養育費の額について、連動して変

わってくるのか、必ずしも当然に連動するべきではないという御意見も含んでいたのかと

思いますが、そうした御発言であったかと思います。それから、認知の場合について考え

られる養育費についてもこの規定は射程に含まれることになるのかといったこと、これは

事務当局からお答えをいただければと思いますが、そうした御発言があったかと思います。
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なお、途中やり取りがありましたが、法定養育費というのは当然に全部の場面で発生する

わけではなくて、基本的に離婚に際して子の監護に関する費用、養育に関する費用につい

て協議が得られれば、むしろここで協議が得られてというものが一番望ましいと考えられ

るのですが、そうした場合であれば、法定養育費には移行しない、ということになるのだ

ろうと思います。 

○赤石委員 ありがとうございます。しかし、協議離婚は９割ですので、かなりの割合にな

るということかと思いますが。 

○窪田部会長代理 その協議離婚の中で。 

○赤石委員 公正証書というような選択肢もあるとはいえ。 

○窪田部会長代理 では、それは事務当局から御説明いただければと思います。先ほどの点

も含めて、御説明いただけますでしょうか。 

○北村幹事 事務当局でございます。今、部会長代理におまとめいただきましたように、法

定養育費については飽くまでも父母が養育費についての定めをすることなく協議上の離婚

をした場合に対応するための仕組みとして、補足的なものとして御議論いただいているも

のと認識しております。協議上の離婚の際に養育費についての定めができている場合には、

その定めができていれば、第３の１（１）の規律によって、相当な額の定め方については、

先ほど沖野委員から御質問があったところでありますけれども、その相当な額の範囲につ

いては先取特権を付与するということを想定しております。 

  この相当な額については法定養育費よりも高い額を想定しておりまして、なぜこのよう

な金額を置いているのかと申しますと、月々１００万円の養育費を定めるような人は公正

証書を交わしていただく、あるいは裁判所で定めていただければいいのでしょうけれども、

先取特権を付与する範囲をどのように設定するかについては、この部会の中で様々な御意

見があったところですので、一般的な養育費の金額にキャップをはめるような形で先取特

権を与えることを提示しております。そうすることによって、養育費の合意ができている

方については一定額について先取特権が付与されてそれを行使することとなる、合意がで

きなかったケースについては法定養育費が発生するということになろうかと思います。 

  養育時間の話について、養育の分担についてのお話がありました。５対５にすると法定

養育費の額が変わるのか、それともゼロになるのかというお話でしたけれども、監護の分

担について取決めができる人たちについて、養育費が一切決まらないというのが通常想定

されるのかどうか、普通は合意ができるからそういうことが決まっているか、裁判所の審

判で決まっているのだと思います。赤石委員が、今、首を振られて、養育費の取決めをせ

ずに監護の分担の部分だけ無理やり合意させられたという御意見なのかもしれませんけれ

ども、養育費の合意ができていない場合には、子の養育を主として行う者が法定養育費の

請求をすることができることになります。そして、社会保障との関係でどうなるのかとい

うと、それぞれの社会保障の中でその趣旨に照らして、誰が請求することができるのかを

含め、それぞれの法律の中で実態を見て決めるものと理解しております。 

  認知の点につきましては、まずは離婚した父母間について御議論いただいた上で、御意

見があれば、ぜひ頂ければと思っております。 

○窪田部会長代理 どうもありがとうございました。それでは、今手が挙がっているのが原

田委員、柿本委員、武田委員、池田委員、落合委員ですね。せかすわけではないのですが、
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今日できたら第７まで一通り見たいと思いますので、この順番で御発言いただきますが、

できるだけコンパクトに御発言を頂けますでしょうか。頼りない司会者ですので、助ける

と思って、そのようにお願いできればと思います。 

  それでは、見本ということで、原田委員、どうぞよろしくお願いいたします。 

○原田委員 いつも長く発言しているので、何かプレッシャーが掛かりましたけれども。ま

ず、養育費について、先取特権が認められる範囲は法定養育費よりも高いことを考えてい

るとお話がありましたけれども、先ほど先取特権が認められる範囲と法定養育費の範囲に

ついてのバランスの御発言がありましたので、少し私も懸念を持って、発言しようと思っ

たところですが、先ほどの事務当局の御説明でよければ、それでいいと思いますが、ただ、

先ほどお話がありました破産法との関係で、弁護士会の中で議論したときも、一般先取特

権は破産法では優先債権になっているけれども、養育費は非免責債権になっているので、

これはどういう関係になるのかとか、そのほかも、法定養育費がある場合に、それは誰が

請求するのかとか、義務者の代理人なのか、管財人なのかとか、あるいは権利者の代理人

なのか、管財人なのかというような、いろいろな問題が生じるということで少し疑問が出

ておりましたので、そこの整理が必要ではないかと思います。 

  それから、第３の３の情報開示についてなのですけれども、これは、例えば部会資料３

０－２の２０ページを見ますと、限定された事件類型の審判、調停となっているのですけ

れども、離婚調停とか訴訟は入らない趣旨なのか、わざわざ入れていないのか、いや、そ

れも入るだろうと思っているのですけれども、そこはどうなのかと、これは財産分与につ

いてもいえると思いますので、そこはどうお考えかをお聞きしたいと思いました。 

  それから、第４の親子交流のところで、促すというのはどういう法的効果を持つのかと

いうことがやはり私たちの間でも疑問が出されていて、面会交流原則実施論のときには本

当に促されて、それに戻るおそれがあるのではないかという懸念が出されています。それ

を防ぐためには今、ニュートラル・フラットといわれている面会交流の運営モデルで求め

られている要素、これを条文上全部入れるというのは難しいかと思いますけれども、この

立法趣旨、説明の中に、子の心身に有害なということだけではなくて、同居親、別居親と

の関係をいろいろ、五つか六つぐらい関係が挙げられているので、それを入れる必要があ

るのではないかと思います。 

  先ほどの議論との関係で、こどもが両親から愛情を受けて育つことが理想であることは、

確かにこの部会でも異論がなく、私も賛成です。でも、それが共同親権でないと駄目なの

かというところが問題で、今行われている面会交流の調停や審判では、親権者でない人、

監護権者でない人が子と面会交流をするのにどうしたらいいかということが議論されてい

て、そのときに、あなたは親権者でも監護権者でもないから面会交流できませんなんて話

は全くないわけです。そこを原則としてみんなが同意できることと、共同親権に同意する

かということは別のことではないかと私は考えております。 

  養子はまた別ですね。以上です。 

○窪田部会長代理 ありがとうございました。原田委員からもたくさん御意見を伺いました

けれども、一つは破産手続における養育費の関係ということについて、いろいろな点で疑

義が残っているので整理が必要ではないかということ、それと、これは事務当局に対する

御質問ということになろうと思いますが、情報開示に関しては離婚訴訟や調停というのが
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含まれていないけれども、それでよいのかという御質問、それから親子交流に関しては、

促すということがどのような意味を持つのかということで、この扱いによっては面会交流

原則実施論に戻ってしまいかねないという部分があるので、ニュートラル・フラットの基

準というのを取り込む必要性があるのではないか、といったような形で御意見を伺ったか

と思います。今御質問があった情報開示の部分については、事務当局からお答えいただけ

ますでしょうか。 

○北村幹事 今御質問いただきました点については、引き続きこちらの方でも検討したいと

思います。 

○柿本委員 主婦連合会の柿本でございます。私からは３点、まず、最初に部会資料３０－

２の１９ページ、「自らの遊興費など」の書きぶりについてですが、落合委員がおっしゃ

ったところに私も賛成でございます。そもそもこどもの福祉というのは、やはり父母が幸

せでなければこどもも幸せになり得ませんので、ここの表現は変更すべきと考えます。 

  それと、資料の３０－１の法定養育費のところでございますが、私もこのシステムを作

ることについては賛成でございます。そもそも、赤石委員もおっしゃいましたけれども、

シングルマザーの置かれている困窮の現状を救うために、が出発点だったかと思います。

成立を望みます。それで、算定方式などについては議論を尽くした上で決めていくべきだ

と考えます。 

  そして、３点目は、支払能力を欠くと判断された場合の手当てを並行して考えておくべ

きだと思います。立替えシステムですとか、公的な取立てシステムなどを考えるべきでは

ないのか？というのが私の疑問でございます。 

○窪田部会長代理 ありがとうございました。２点御発言を頂きました。一つは、先ほどか

ら問題になっている遊興といったような言葉が出てくる部分について、落合委員からの発

言と同じで、親も併せて幸せになるべきだといった部分について賛成だという御発言であ

ったかと思います。そして、法定養育費に関しては、この仕組み自体については賛成だと

いう御意見を伺った上で、支払能力を欠く場合の手当てとしては、例えば立替えであると

か取立てであるとか、そうしたことを整備する必要もあるのではないか、考えられないの

かという御意見、御質問を含んだものであったかと思います。この点については、事務当

局から何か御発言を頂くが必要がありますか。 

○北村幹事 従前のとおり、その点につきましては民事基本法制の範囲を超える部分がござ

いますので、御意見としては承りつつ、まずは民事基本法制の枠組みの中で、この部会で

できることを御議論いただきましたらと思っております。 

○武田委員 武田でございます。すみません、かなりボリュームがあるので、どうやっては

しょろうかと考えているところでございます。第３に関して発言をさせていただければと

思います。１の先取特権に関してです。 

  基本的な方向、ここには従来どおり賛同するものでございます。その中で少し気になっ

ていることがありまして、ゴシックのイの民法第７６６条、これは婚姻費用、婚費のとこ

ろですね。ここに関して、例外なく先取特権の対象に加えるということでよいのか、そも

そも相手方の生活費も含めて、全てのケースで全額を負担することが妥当なのかというこ

とを少し問題意識として触れたいと思います。補足説明１５ページ、２の３段落目ぐらい

に、具体的にこの辺りの問題提起にも触れられておりますので、ここに関しての発言と御
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理解を頂ければと思います。 

  やはりこれは私ども、感じていることなのですが、ＤＶや児童虐待などのない前提でご

ざいます。同意のない連れ去り行為の前提でございます。その後よくあるのが、離婚調停

を申し立てて、その後、離婚調停を申し立てられて、要は夫婦関係を修復する意思がない、

そのようなケースでも当然、婚姻は有効ですので、現在の実務では基本的には婚姻費用と

して相手方の生活費も含めて支払うということになっていると思います。私もそのように

払ってまいりましたし、例外として、私の場合は別の訴訟で相手方が有責配偶者であると

いう結論が出たので、養育費相当ということになりましたが、限られたケースかなと思っ

ております。 

  たたき台（１）、今の記載のままだと、このような事案まで先取特権を付与することに

なるであろうと、そんなふうに思っておりまして、私がどうしてこういうことを考えたか

というと、今年１月にここにお越しになっていただいたＫ．Ｍ．参考人でございます。彼

女のようなＤＶ被害者でお子さんを連れ去られたお母さんが相手方の生活費も含めた婚姻

費用、これを支払うことになるのか、不払いになれば先取特権の対象となります。せめて

養育費相当の婚姻費用とか、先取特権の範囲も飽くまでお子さんのための養育費相当額と

することが検討できないかというのが私の意見でございます。これが第１に関して。 

  法定養育費に関して述べさせていただきます。ここも基本的には大筋の方向性は賛同す

ることには変わりはございません。その中で、これは三巡目の議論でも申し上げましたけ

れども、皆さん今日ここの場での議論では、飽くまで父母の合意をしてもらって満額払う

ことが前提ですよと、飽くまで合意ができない事情による例外要素ですよということをお

っしゃっておるのですけれども、これが実際、本当になるか懸念を持っているということ

です。現在の要件は、補足説明では、父母間の養育費の定めがないこと、その理由などは

問わないということになっています。だから、場合によってこの法定養育費だけが支払わ

れること、これでも一歩進むことになりますが、やはり私といたしましては満額払えるよ

うな要件にしてほしいということで、一定の定めがないこと以外に何らかの要件を加えら

れないか、これが１点目でございます。 

  ２点目です。今、赤石委員が少し触れましたけれども、要は収入が少ない方、生活が困

窮というか窮迫というか、こういう方をどう捉まえるかという課題があろうかと思います。

この問題提起に関して私が意識したのは、生活保護の当事者でございます。元々きちんと

した収入があったけれども、今、生活保護の受給者になっていると、ここの部分に関して

は、基本的には生活保護、これは本人の生活のために支給されているものだと理解してお

りますので、ここは例外対象になるかなと思っております。では、月額１２、３万円程度、

生活保護はそのぐらいの水準だと理解しておりまして、こういった収入の方、近しい収入

の方がいるのかいないのかという話で言いますと、いらっしゃると思います。弊会の会員

では、少数ではありますが、非正規の女性、生活保護同程度、月収１５万円程度、１２、

３万円、いらっしゃいます。少し私、算定表で試算してみまして、義務者の月収が月額１

７万円、年収にするとざっくり２００万円、権利者の年収が４００万円でこども１人家庭、

そうすると養育費は１、２万円のレンジに収まると思っております。このテーマもＫ．Ｍ．

さんをイメージして、そういうことを感じてしまったのですけれども、正に彼女も非正規

雇用の別居母親です。今まだ離婚になっておりません、離婚となり、養育費を求められた
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ら、この制度がそのまま適用されると、恐らく合意できないでしょう。自動的に、月額幾

らか分かりませんけれども、法定養育費が課される。先ほどの、恐らく算定表と同額程度

になると思います、これは仮説です。不服があれば、そこに対して法的な建て付けとして

不服を申し立てる権利があるではないかということをきちんと書いている、それは分かっ

ているのですけれども、先取特権によって差押えまでされてしまって、不服があれば裁判

所に不服申立てしなさいよと、何か非常に、全然論理的でなくて申し訳ないのですけれど

も、血の通っていない制度になっていないかと思いますし、私は彼女の相手方の収入も分

かっていますので、子のためとはいいながら、本当にこれが必要なのかということに対し

て懸念を感じているということでございます。この生活が窮迫する場合、これも今私が申

し上げた例が当然全てではないので、とはいいながら、収入に加えて周辺事情に関しても

考慮していく必要があるのではないかということをお伝えさせていただきたいと思います。 

  ３点目です。この法定養育費制度、これはそもそも私、これも相対的に制度の趣旨とし

ては賛同しておりますが、海外の共同親権導入国でこのような制度を入れている国はある

のでしょうか。これを改めて感じたところです。これは別に本日でなくて構いませんので、

改めて事務当局から御回答いただきたいと思います。赤石委員がおっしゃったとおり、こ

ういう監護の分担とか、恐らくそれで金額がどう変わるか、これは分担割合で自動的に変

わる、私が知っている米国のケースでは、そんな単純な計算はしませんけれども、それ以

外の要素も含めて、少なからず分担割合によって変動するという考え方を採る国が多いか

なと思っております。 

  これも試算したわけではありませんけれども、ケースによって、もしかすると権利者と

義務者がひっくり返ったり、そんなケースがあり得ないのかなということも実は気になっ

ておりまして、そういった場合に、法定要求を超える支払となったとき、今現在は出てお

りませんが、精算するような仕組み、こういったものを設けるのか、こんなことも考える

必要があるのではなかろうかと、このように考えております。この法定養育費制度、養育

費の協議、支払から逃れようとするケース、また協議が全くできないケース、こういった

事案にはには当然意義があると思っておりますし、ほぼ１００対ゼロ、９５対５でもいい

です、こういった単独監護との親和性はあると思いますが、一定の監護の分担をするケー

ス、これでどのように運用していくのかというところも引き続き検討する必要がないかと、

これが私の課題意識でございます。 

  一旦ここまでなのですけれども、親子交流も発言がありまして、後にした方がよろしい

ですか。 

○窪田部会長代理 結構ですが、できるだけコンパクトにお願いできますでしょうか。今、

追加でかなりまた挙がっていますので。 

○武田委員 次、親子交流ですね、簡単に申し上げますと、現状の１と２に関しては基本的

に賛同して、進めていただきたいと思います。親子交流含めて、交流関係に関してたたき

台（１）に漏れた事項に関して、ぜひ入れていただきたい。具体的には、中間試案の第５

の３（２）です。成立した調停、審判の実現に関する手続、これは三巡目の議論に議題に

上がらず、そのまま要綱案たたき台から消えたものと認識をしております。この部分、要

は裁判所で決定していても約半数が実行されていない。民事訴訟でも履行されないことが

多いと思います。私も実際、損害賠償金を取れたことがありません。ただ、今回のこの問
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題は養育費と同様に子との関係の問題だと思いますので、この第５の３（２）成立した調

停及び審判の実現、ここに関してはぜひもう一度、検討の場に上げていただきたいという

ことでございます。 

  親子交流は以上なのですけれども、その関係で、第三者と子との交流ですね、これはど

ちらかというと親子関係の交流の議論が終わってからということで、後回しにされている

と思っていますが、ここの部分に関してもぜひ入れていただきたいと思います。濫用とか、

いろいろ懸念はあろうかと思います。とはいいながら、子が愛着を持っているケース、ず

っとおじいちゃん、おばあちゃんとお孫さんで愛着があった、その関係の喪失をそのまま

放置していいのか。入口を絞ることも考えられると思います。具体的に言えば、当事者で

私が一番引っ掛かっているのは、実の父母のいずれかが自死してしまっている場合です。

既に申立者がいません。本当にこのままでいいのだろうかということに、私は何とかしな

ければという思いが強うございます。入口を絞ることもあり得ると思います。ぜひここの

部分をもう一度土俵に上げていただきたいということでございます。 

  これももう今、本論と違いますので、同様に上げていただきたいのは、試案第３の２

（１）子の監護に必要な事項の定めの促進、第３の４、これは意見が割れる項目か話かと

思いますが、家庭裁判所が求める考慮要素、以上でございます。 

  すみません、長くなりまして、お詫び申し上げます。以上です。 

○窪田部会長代理 武田委員から大変たくさん御指摘を頂きましたが、一つは、婚姻費用の

分担というのが民法第７６０条に基づくもので入っていて、養育費等の実効性の向上に入

っていますけれども、相手方の生活費を含む婚姻費用に先取特権を認めてよいのかという

御指摘であったかと思います。一応、提案の方としては婚姻費用全般についてということ

ではなくて、飽くまでそのうちの子の監護に要する費用として相当な額という切り分けは

しているという理解でありますけれども、ただ、実はこれは額についての切り分けであっ

て、ということも含んでの御指摘なのかもしれません。そして、法定養育費に関しては満

額払えるような要件にしてほしいということ、また、低収入の者について結局、合意でき

ずに法定養育費ということになって、不服申立てということだとしても、必ずしも容易で

はないのではないか、その点については配慮が必要ではないかということだったかと思い

ます。それから、３点目として、共同親権を採用している国において法定養育費のような

制度はあるのかということで、これは次回以降、事務当局で可能であれば調べていただく

ということでよろしいですね。 

○武田委員 ありがとうございます。 

○窪田部会長代理 それと、親子交流に関しては、試案の方で入っていた幾つかのこと、例

えば成立した調停や審判等に基づく手続については削られているけれども、それらについ

て復活してほしいということの御意見であったかと思います。 

  少しせかすような形になって申し訳なかったですが、続きまして池田委員、どうぞ御発

言ください。 

○池田委員 ありがとうございます。私からは、面会交流の試行的実施と家事事件手続法第

６５条の関係についてで、少し蒸し返すようなことになって申し訳ないのですけれども、

先ほどの御説明で、あるいは部会資料３０－２の２４ページ（注２）では、試行的実施自

体は第６５条の対象でないけれども、子の意思というのをないがしろにするわけではない
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という御説明を頂きました。しかし、私としてはこの試行的実施そのものについて第６５

条の適用がないということも、そのように言い切ってよいかどうかというのは疑問がある

ところです。確かに第６５条を読みますと、審判をするに当たり、となっていますので、

その審判の対象となる事項についてのこどもの意思と読めなくもないわけですけれども、

前段を見ますと、家事審判の手続においては、というふうな書き方がされていまして、手

続全般に係る規定ぶりとなっています。これは、結論に関するこどもの意思だけが重要と

いうことではなくて、プロセスに関するこどもの意思も把握して、手続進行していくこと

を想定しているからではないかと思われます。 

  しかも、親子交流に関して言いますと、こどもの目から見ますと、別居親と会うかどう

かという点で、試行的実施も調停や審判で決まる本格的実施も大きな違いはないというこ

とが多いと思います。つまり、試行的実施もこれから始まるかもしれない親子交流の１回

目と考えることが多いのだと思います。その意味では、試行的実施自体に関するこどもの

意思というのもやはり重要で、その意思の把握に努めるべきではないかと思います。実際、

現在の家裁の実務におきましても、試行的考慮に際してこどもの意思を把握しようとせず

に進めることはないと言ってよいのではないかと思います。こうしたことを踏まえますと、

試行的実施を促すに際しても第６５条の規律が及ぶと考えることも十分できるのではない

かと思いますし、私はそう解すべきではないかと思いますので、（注２）の補足説明の書

き方については注意をしていただければ有り難いと思います。 

○窪田部会長代理 ありがとうございました。池田委員からは、先ほども問題になった試行

的実施における家事事件手続法第６５条の適用に関しては、二つの御指摘を頂いたのだろ

うと思います。一つは、適用がないということは自明なのか、規定の文言からいっても、

むしろ手続全体に係っているものだと考えるのであれば、適用はあると考える余地がある

のではないかという、多分形式的な観点からの説明と、もう一つは、こどもの目から見た

ら本案としての話も試行の話も実質的には同じであって、そうした観点からも、むしろ家

事事件手続法第６５条の適用があるとした上で、こどもの意思を考えていく方が適切では

ないかという御意見、両方ともを含んでいたのかと思います。これについては多分、今事

務当局からお答えいただくというよりは、今の御意見も踏まえて、第６５条に関する記載

の部分について検討していただくということでよろしいでしょうか。 

○池田委員 はい。 

○落合委員 ありがとうございます。落合です。法定養育費とか、その先取特権のところで、

標準とか最低とかいう言葉が出てくるわけなのですけれども、やはりこれだけ格差の広が

った社会で一つの金額を決めるのはとても無理があって、その両側に対して過酷ではない

かと思います。それで、先ほど算定式というのを言いましたけれども、算定表でもいいで

すし、実際にその収入の金額を確定するのに時間が掛かってしまって、算定式では実際に

使えないということでしたら、本当にざくっとした、松竹梅みたいなものとか、５段階と

か、何でもいいのですけれども、一つの金額を設定するのはこの社会で現実的ではないだ

ろうと思います。 

○窪田部会長代理 ありがとうございました。先ほどの御発言を補足するという形で御意見

を伺ったものと思います。ただ、恐らく、私の方が発言するべきではないのかもしれませ

んが、法定養育費の場面で考えられているものとしては、完全には収入が分かっていない
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とか、そうした場面も含めてということですので、いろいろな状況の違いがあってという

ことは当然なのだろうと思いますが、それが分からない場面で機能する制度というので用

意された点もあるのだろうと思います。今、落合委員から御指摘を頂いた点も踏まえて、

事務当局で更に検討してもらえればと思います。 

○向井幹事 幹事の向井でございます。第４の１の（注）の第三者と子との交流に関して御

議論いただきたい観点について、述べさせていただきます。例えば、別居親の両親である

祖父母と子との交流といった場面については、これまでは別居親自身と子との親子交流に

際して祖父母を立ち会わせることができるといった内容の協議を行うなど、多くの場合、

親子交流の在り方の問題として扱ってきたように思います。第三者に対して父母とは別個

独立に申立権を認める場合には、親子交流の手続との関係ですとか、特にその手続間の優

先関係や、仮に別々に調停や審判がなされ得る場合には、その相互の調整はどう行われる

のか、子の利益の観点から見たときに、子が板挟みになることがないかといった視点でも

制度の在り方を検討する必要があるように思います。 

  加えまして実体法上の要件としても、子の利益の観点から強制力をもってして父母以外

の第三者と子との交流を定めるべき場合がいかなる場合であるかというのは、親子交流の

法的性質との理論的な整合性も求められるところ、これまでその議論はまだ尽くされてい

ないように思います。そうした実体法の観点や手続法の観点の両面から御議論をお願いし

たいと思います。 

○窪田部会長代理 ありがとうございました。今回はまだ【Ｐ】という形でペンディングに

なっているところですが、第三者と子との交流について、いかなる場合に適当なのかとい

う問題、あるいは子の利益をどのように考慮するのかという点も含めて、実体法上、手続

法上の観点も含めて、親子交流との整合性も考慮しつつ検討してほしいということで、御

意見を承ったものと理解いたしました。 

  それでは、杉山幹事から御発言を頂いて、赤石委員、棚村委員という順番で簡潔にご発

言をお願いし、大変に申し訳ないのですが、そこまでで次の第５、第６、第７に入らせて

いただければと思います。 

○杉山幹事 幹事の杉山です。養育費と先取特権の問題について手短に、あと一点だけ一括

申立てについて意見を申し上げます。 

  御提案は、扶養に関する費用について、養育費に相当する部分にだけ、また法定養育費

の部分にだけ一般先取特権を付与して、それ以外の部分については従来とおり債務名義が

必要であるという考え方であって、実体法的に順位と範囲も含めて一般先取特権を付与す

ることが正当化されるのであれば、執行手続上は配当上の優遇、さらには担保権を証する

文書のみで開始をすることができること自体は正当化されるわけですけれども、部会資料

３０－２の補足説明の（注１）にある債務者の手続保障について、これは繰り返して出て

きた問題でありますが、改めて指摘させていただきたいと思います。 

  飽くまでも一般論でありますが、一般先取特権について担保権を証する文章で、そして

私文書も含めて担保権を証する文書で実行できるとした背景には、労働者保護の要請が民

事執行法制定時に強くあり、そもそも一般先取特権に基づく実行を認める必要性や、担保

権証明文書が私文書で足りるのかという意見もあった中で、現行法のような形に落ち着い

たわけであります。そのような立法経緯を改めて考えてみますと、改正時に想定していな
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かった新たな先取特権、しかも実際に実行され得るようなものを導入するときに、もう一

度、債務者の手続保障を考える必要があると思われます。一つは事前の手続保障といいま

すか、手続を開始する文書としてどういうものを要するのか、ある程度明確にしていく必

要性があると思いますし、補足説明にありますように、債権に対する執行にあたって債務

者審尋の制度を入れることも検討する必要があると思います。また、事後的な救済として

執行抗告で足りるのか、もう少し簡易なほかの不服申立ての制度を入れるべきかも検討す

る必要はあると考えております。他方でこの提案をよく見ますと、当事者間で合意された

額全てに先取特権付与するわけではなくて、政省令あるいは法律で定められた額の範囲に

おいてのみ先取特権を付与するものでありますので、そうしますと担保権証明文書として

想定される文書も、また、債務者側で不服を申し立てる事由も自ずと限定されるのではな

いかとも思います。 

  そうしますと、債務者の手続保障について実際に問題となるケースは限られてくるのか

もしれませんが、ただ、今の段階では先取特権が付与されるのがどれぐらいの額になるの

か、担保権証明文書としてどのようなものが必要であるのか、具体的なイメージが湧かな

いところがありますので、もう少し具体的に検討していく必要性はあるとは思います。 

  あともう１点、一括申立てについては、これを認める方向性には賛成ですが、対象とな

る財産をどれにするのかという問題は残っていますし、ここでは触れられていませんが、

申立ての手数料をどうするのか、検討する必要はあると思います。手数料については従来

どおりとなると、たしかに少額の手数料を何回か払うだけかもしれませんが、申立人にと

ってはそれなりに負担になっていくと思いますので、減額する余地がないのか検討してい

ただければと思います。 

○窪田部会長代理 ありがとうございました。大きく２点頂いたかと思いますが、一つは、

一般先取特許を与えるということで、債務者の手続保障を考える必要はないかということ

で、開始文書の明確化、債務者審尋、執行抗告で足りるのか等々の論点があるのではない

か、ただ、それに対して、金額が限定されたものであるということからは、その必要性は

乏しいのかもしれないけれども、なおきちんと検討しておいてほしいということであった

かと思います。また、一括申立てについては、申立てでの手数料等についてもきちんと検

討しておいてほしいという御意見であったかと思います。 

○赤石委員 ありがとうございます。しんぐるまざあず・ふぉーらむの赤石です。私は親子

交流のところで意見を述べさせていただきます。親子交流の試行的実施については、まず、

先ほども意見が出ていたと思うのですが、子の意思が聴取され、尊重されるということが

きちんと書き込まれるべきかと思います。やはり裁判所の中でこういったことが余り行わ

れていない場合についての御意見を伺いました。 

  例えば、小学校低学年のお子さんが面前ＤＶを体験していたにもかかわらず、裁判所で

父親との試行面会をするようにと言われ、当日まで嫌がっていたが実施され、お母さんと

同居していたので、それによってお父さんがこどもに勝手に触ってきてしまったことによ

って、こどもが嫌がって、その後、号泣し、指をかむようになって、手が真っ赤に腫れて

しまったというようなことを母親の方から聞きました。診断書を提出しても、裁判所はそ

れが治ればもう一回面会交流するようにというような意見だったと伺っています。こども

は、すごく嫌がっていたのに大人が言うことを聞いてくれなかったという体験をすると、
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非常に大人への不信感になりますので、意見聴取とこどもの意見の尊重というのはやはり

必要かと思います。ほかにも事例を聞いていたのですが、すみません、長くなるので省略

します。 

  ２番目に、親子交流の試行については、やはり当事者の父母の合意が必要かと思います。

今の裁判所の面会交流、親子交流の実施については、まずは一回会ってみませんかと言わ

れ、そして調停で説得され、説得しやすい方に説得が行き、試行面会でも何もなかったか

ら、では頻度を決めましょうみたいな、頑固な非同居親より、同居親の方が少し説得され

やすいと、自分の方にばかり説得されてしまったというようなことを言っておられる方は

多数いらっしゃいました。私どもが１，０００人の方にアンケートをした結果でございま

す。ですので、やはり両方の合意というのが必要かと思います。 

  ３番目です。ＤＶについての配慮を明示的にしていただきたいと思います。資料３０－

２の３ページ、少し前になりますけれども、ＤＶの配慮について、このたたき台で配慮し

ているという項目がありました。エの部分ですね、少し読み上げさせていただきます。虐

待がある事案を念頭に、それが必ずしも子に対してよい影響を及ぼすとは限らず、子の安

全・安心が脅かされるのではないかとの懸念や、ＤＶがある事案において親子交流の機会

に父母の一方の安全・安心が脅かされるのではないかとの懸念も示されていた。これは示

されていたと思います。そこで、この資料のゴシック体の記載では、例えば子の心身の状

態に照らして相当でない場合には親子交流の試行的実施を促さないものとすることや、こ

の試行的実施を促す際にも、その交流の方法や第三者の立会い等の条件を定める等々が書

かれて、子の心身の健全な発達に有害な影響を及ぼす言動を禁止したりといった条件を付

すことで、ＤＶや虐待がある事案に対応する仕組みを提示しているとなっております。 

  これは読み解きがすごく難しいのですけれども、父母の一方の安全・安心が脅かされて

いる場合に、後段ではこどもの心身の状態に照らして相当でないというところが主眼で書

かれております。では、ＤＶ事案で父母の一方の安全・安心がＰＴＳＤによって非常に侵

されていて、一方の側の名前を聞いただけで心臓がばくばくして倒れてしまうけれども、

こどもを連れていかなければ面会交流ができないような親がいた場合に、このこどもの心

身に影響があるとみなすのかどうかというところで、もう少し明示的に、例えば子の周囲

の養育者の状況というのも書き加えていただく、あるいは何らかの配慮というのは必要で

ある、あるいはここに含まれているのだという解釈が確立するのが必要かなと私は思って

おり、この３ページは不十分であると思っております。不十分か、あるいは含まれている

と解釈すればいいのか、どちらだろうと思っております。 

  ４番目は、父母以外の第三者との交流に関しては、やはり今議論するのは、非常に範囲

を広げることによって紛争や混乱が生じると思います。 

  ５番目、第三者機関を利用するところなのですが、第三者機関は今のところ任意の団体

が面会交流の支援をしているということであり、その法人格等も全くいろいろでございま

すし、その要件も全くそろっていない状況であります。今その支援団体の認証機関を作ろ

うというような動きがあるのは承知していますけれども、そこを利用するような、促すよ

うな体制が今、裁判所でもあるやに聞いております。合意がなくても促された場合に、費

用の支弁は誰がするのかがはっきりしていないけれども、第三者機関を使いなさいと言わ

れるのは、やはり少し納得がいかないのだろうと思いますし、また、その第三者機関がな
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い地方もあることを考えると、全体的にここの書きぶりは時期尚早であると思います。 

  ６番目は、調停や裁判等の途上で、試行的な親子交流というのが本当に子の心身に健や

かな成長によい影響があるのかというのは、実際には全体的なこどもが両親に会うことに

対しての、それは関係が良好な方も含めた調査では、もちろんいい結果が得られているの

でしょうが、こういうふうに紛争が高いときにもよい影響があるというデータを私は見た

ことがなく、かえって裁判所経由して、私どもの調査では、よい影響がなかったという方

もかなりいらしたという中で、プラスの証明が本当にされているのだろうかと思います。 

○窪田部会長代理 どうもありがとうございました。６点お伺いしたかと思いますけれども、

第１点目としては、親子交流に関してはその試行的実施についても子の意思の聴取と尊重

が明記されるべきであるということ。それから、面会交流の試行的実施についても当事者

の父母の合意が必要であるということで、進め方を慎重にしてほしいということ。それか

ら、ＤＶについての配慮を明示的に規定してほしいということで、子の周囲の者、養育者

についても今書かれていることで含まれるのか、必ずしも明確ではないので、むしろ明確

に規定するか、含まれるということであれば、それが分かるような形での解釈というのを

確立していく必要があるということだったかと思います。父母以外の第三者との面会交流

については、非常に議論が拡散するので、現時点ではまだ扱わなくてよいのではないか。

それから、第三者機関に関しては非常に多様であるので、その利用を促すというのが必ず

しも当然に自明なものとして適当というわけではないのではないかという懸念を示された

かと思います。そしてまた、父母が両方ともで関わって面会、親子交流をしていくという

ことが子の健やかな成長に資するのかという点については、高葛藤のような事案において、

そうしたケースでもよい影響があるかということについては、必ずしも明確に積極的なデ

ータというのはないのではないか。以上の６点であったかと思います。 

○棚村委員 早稲田大学の棚村です。手短にします。第１点は、いつも赤石委員と対立する

ところがあったのですけれども、婚外子、結婚外のこどもについての認知された後の監護

費用という点です。事務当局からは、法定養育費については主として婚姻した父母が離婚

するときであるということで、議論もそういうような形が中心だったようですけれども、

私はどちらかというと赤石委員と同じで、例えば養育費等の規律というので第３の１（１）

ウのところでも、民法第７６６条各項というので、第７８８条、これは正に認知した後の

子の監護についての第７６６条を準用されますよということです。養育費等には、先取特

権が与えられて優遇しましょうと言っているにもかかわらず、むしろ話合いなんかがかな

り困難なケースがいっぱいあるので、むしろ法定養育費という仕組み、数がどれくらいか

ということよりは、困っているという点で言うと、ぜひ、認知された婚外子についても、

事務当局も検討の対象から外すという話ではなくて、まずは優先しているという御説明は

そうだと思うのです。ただ、赤石委員がおっしゃっている趣旨は、私もそういうふうに理

解をしていて、ぜひ法定養育費の制度、問題もあるかもしれませんけれども、プラスの部

分があるとしたら、認知されたケースについてはぜひお父さんにもしっかり払ってもらお

うということで、検討していただければと思っています。 

  それから、二つ目は第４の親子交流についての、別居中の親との交流と、２の親子交流

の試行的実施ですけれども、基本的には賛成です。ただ、いろいろ御議論が出ていて、子

の意思とかＤＶ等への配慮ということを各規定や問題ごとに置いておくか、これはサテラ
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イト方式というものです。逆に総論みたいなところで、親子関係についての基本的な規律

のところでそういうものを設けておくかというときに、一括規定方式といいますか、両方

の方式があるわけですけれども、私はこの間のときは、ぜひ総論のところで最後に検討し

てほしいという要望、意見を述べさせていただきました。そこで、各規定や該当箇所に子

の意思とか、あるいはＤＶとか虐待とかいろいろなものを散りばめて、強調して確認して

いくというやり方、サテライト方式もあると思うのですけれども、やはり大きな問題とし

て、最後に各規定とかいろいろなものを考えながら置いていく、一括規定方式という方で、

むしろ事務当局が今御提案されているような提案に賛成をしたいと思います。 

  それで、表現ぶりとか要件の立て方の問題とかというのについては、既に御指摘があっ

て、こどもが拒否した場合とか、こどもの意思をどう尊重するのかというのは、正にサテ

ライト方式で行くか、それとも一括規定方式、総論方式で行くのか、特に家事事件手続法

の第６５条では子の意思の尊重、配慮というのですか、そういうようなものがありますの

で、その辺りとの整合性もとりながら検討していただければということです。 

○窪田部会長代理 どうもありがとうございました。棚村委員からは２点、認知をした後の

監護費用の問題というのもあるし、この部分についても法定養育費との関係で検討してほ

しいということ、それから、親子交流に関しては基本的な枠組みとしては賛成で、特に総

論規定の重要性ということで、事務当局の提案、この方向で基本的にはよいのだという御

意見を伺ったものと思います。 

  それでは、多分今の第４、第５に関しても御意見はあるところだろうと思いますが、今

日はできたら第７まで行ってしまって、その上で更に事務当局からバージョンアップした

ものを示していただいて検討するというふうな方向で進めていきたいと思います。第４、

第５に関しても、今取りまとめるということではございませんので、今頂戴した御意見を

踏まえた上で事務当局の方で更に提案を整理していただいて、次のブラッシュアップした

たたき台を出していただくということでお願いしたいと思います。 

  それでは、かなり時間は限られておりますが、部会資料３０－１の第５から第７までに

ついて御議論いただきたいと思います。第５から第７まで、多様なものが含まれておりま

すが、どの部分について御発言いただいても結構です。ただ、御発言の際はどの部分を念

頭に置いた上での御意見であるのか、質問であるのかという点について特定をしていただ

きますようお願いいたしたいと思います。どなたからでも結構ですので、御発言がある方

は自由に挙手をお願いいたします。 

○池田委員 池田でございます。第５の未成年養子縁組について１点、意見を申し上げたい

と思います。部会資料３０－２の（注２）のところですけれども、これは養子縁組後に実

親への親権者変更を認めるかという点についてですけれども、ここではなかなか難しいと

いうことが書かれています。一つは、これを認めてしまうと親権のない養親を認めること

になるという問題点が指摘されていますが、ただ、養親は親権喪失をすることもあって、

その場合には同じ事態が生じるということで、必ずしもこれが否定する決め手にはならな

いのではないかということが１点です。それから、こういった親権変更で対応を考える事

案というのは親権制限で対応すべきだということも書かれているのですが、それですと実

親が親権者に戻れなくて、未成年後見人になるしかないという問題もあるのではないかと

いうことは、指摘しておきたいと思います。 
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  他方で、仮に離婚後共同親権が導入された場合、１５歳未満のこどもであれば、縁組に

よって親権を失った実親も、離縁後に法定代理人となるべき者、という立場で離縁の協議

や訴えができるようになるということであれば、その限りではありますけれども、親権者

変更を認める必要はないといえるのかもしれません。仮に離婚後共同親権を導入する場合、

それを前提としていない第８１１条３項などの規定、これは離婚後単独親権を採っている

場合の規定ですので、これを見直すかどうかという検討は必要になってくると思うのです

けれども、それと併せて、第２項の離縁後に法定代理人となるべき者の解釈上、共同親権

であった実親も含まれるのかどうかという解釈においても、上記の観点から検討していた

だくといいのではないかと思いました。 

○窪田部会長代理 ありがとうございました。池田委員からは、親権者を養親から実父母の

双方又は一方に変更することができるというケースを考えるという方向で見直しをするこ

とができないのかという観点から、これについては一定の説明もなされていますけれども、

それに対して、いや、こういう考え方もあるのではないかということをお示しいただいた

のかと思います。この部分については事務当局の方から御発言いただくのでもよろしいで

しょうか。 

○北村幹事 今、池田委員から整理して御指摘いただいたとおりでして、（注）のところに

今までの部会での議論と一定の民法の考え方を示しているところではございます。ですの

で、幅広のところに影響が生ずるところではございますが、今、代わる方策も含めて御提

案いただいたところです。ぜひ委員、幹事の皆様から御指摘等があれば、更に検討したい

と思います。 

○窪田部会長代理 ありがとうございました。この部分に関しては、単純に親権の所在とい

うだけではなくて、恐らく養子法制に非常に関わる部分というのがあって、今、池田委員

からは親権喪失の場合に同じ問題が生じるという御指摘あったのですが、あれはやはり親

権喪失の要件というのを満たしているからということであって、他の者に親権が行ったの

で消えるというのとは、やはりかなり性格が違うという点もあるだろうと思います。一方

で実際上の問題としてそうした必要性があるのではないかということが、特に実務家の間

で意識されているということも多分、多くの方が認識されているのだろうと思います。そ

うだとすると、恐らく単純にこれもできたらいいよねというのではなくて、具体的にどう

いう要件でどの場面でそれを実現するのかというのを少し詰めて考える必要があるのかな

とも個人的には感じております。それを含めて今後の検討をしていければと思いますし、

あるいはそうした御提案を積極的に出していただければいいのかなとも感じております。 

○池田委員 親権法制というよりも、未成年養子縁組法制の中で今の問題点を吸収するとす

れば、第８１１条の２項、３項辺りになるのではないかという視点をお示ししたというこ

とでもございます。 

○窪田部会長代理 ありがとうございます。 

  それ以外に御発言はございますか。 

○落合委員 未成年養子の第５の２のところについてなのですけれども、私はここの意味が

よく分からないのですけれども、タイトルは未成年者の利益を損なうような未成年養子縁

組に対応するための規律ですよね。実際に書かれていることは、親権者が共同で、対立し

たときは調整が入るわけなのですけれども、でも、これで未成年者の利益を損なうような
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養子縁組をしなくなるかというと、余りそうではないような気がします。親の勝手でとい

うか親の考えで、実は利益を損なうような養子縁組というのが起きるわけですから、それ

をストップするようなものはここには入っていないようです。タイトルがおかしいのかな

とも思うのですが、タイトルに対してその中身が、それをストップするようにはできてい

ないような気がします。それから、養子縁組した後で親権が実父母の方に移るというのも、

少しやはり理解しにくくて、法学の方でのいろいろな経緯があるのでしょうけれども、こ

こは私にはよく分からないところなのです。 

○窪田部会長代理 ２点頂きました。一つは第５の２のところで、未成年者の利益を損なう

ような未成年養子縁組、恐らく質問の趣旨は、非常によく分かるのですが、本来駄目なも

のがここに書いてあるではないか。にもかかわらず、それに対応する規律ということで、

父母の共同の代諾ということでこの問題を解決しているのかどうか、あるいは見出し自体

がそもそも適当なのかという御疑問であったかと思います。もう一つは、１の方で実父母

の方に親権が戻るというケースについて、恐らく法律家の世界でもなかなか分かってもら

えないケースであるのですけれども、いわゆる連れ子養子のようなケースにおいて、例え

ばこどもの親権者である女性が再婚して、そして再婚相手である夫とこどもが養子縁組を

する、現在の考え方では本来、養子縁組がなされると養親だけが親権を持つ形になるので

すが、養親とその配偶者である元の実親である妻の方が親権を持つと、しかし、その場合

に他方の離婚した相手方の夫の方に親権を戻すといったようなことを考えた場合にどうな

るのか、これが全てではないのですけれども、そうした問題というのも含めての話であっ

たかと思います。私の説明で正しいでしょうか。だんだん自信がなくなってきたのですが。 

○落合委員 養子縁組を解消するということになるのがすっきりするのではないかと思うの

ですけれども、何でこんな不思議なことがあるのかなというので。 

○窪田部会長代理 なるほど。それは何か補足説明がありますか。先ほどのもう１個の点も

含めて、事務当局から。 

○北村幹事 今正におっしゃっていただいたとおり、養子縁組を解消してもらうというのが

まずは本来的な方策なのかなと、そのときの親権者がどうなるかというのはいろいろ議論

のあるところであって、そういったことも踏まえて全体のことを議論するには少し問題と

しては大きすぎるのではないかというのが、先ほどの池田委員からの御指摘に対する私の

御回答と、部会長代理の御説明だったかなと思っております。 

○窪田部会長代理 それから、未成年者の利益を損なうような未成年養子縁組という点につ

いては。 

○北村幹事 そうですね、この点については従前の部会資料との連続ということで挙げさせ

ていただいております。様々な御議論があった中で、双方親権者になる場合にはこの規律

があるから、お互いに父母が話し合ってもらうということでまずは検討しませんかという

ことで、この部会の中で大筋として皆さん御了解いただいているのかなと思っております

ので、タイトルはそのままにした上で、連続性が分かるようにということですけれども、

中身を記載してございます。今後は最終的に、どういうタイトルにするかも含めて、議論

の推移に合わせて変えていくということになろうかと思います。 

○原田委員 今の件では、この未成年者の利益を損なうような養子縁組をさせないためには、

全件家裁にするという意見があったのだけれども、それでは問題がないものも全部しなけ
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ればいけなくて、問題ではないかというところで、そこが消えたという形になっているの

ではないかと思うのです。今回、私はこの前まとめていただいたパブリック・コメントを

調べてみたら、未成年養子に対して意見を出した４１団体のうち２６団体が全件家裁とい

う意見を出していたので、ここは消さなくてもいいのではないかと思いました。 

○窪田部会長代理 ありがとうございました。御意見として伺ったという扱いにさせて頂き

たいと思います。 

○水野委員 委員の水野でございます。第６の財産分与に関する規律についてです。これは

平成８年の改正要綱の延長線上にある改正案だと思いますので、少し説明させていただき

ます。 

  現行法は、当事者双方がその協力によって得た財産の額その他一切の事情という文言に

なっているのを、これだけ膨らませていただいたのですが、これは相当、平成８年のとき

の議論を受けての条文化だろうと思います。戦後改正で立法された民法第７６８条は、当

時ＧＨＱが、これは夫婦財産制の清算だというイメージで、当事者双方がその協力によっ

て得た財産の額というのを書かせようとし、そして、離婚後の扶養の方は、彼らは離婚後

扶養はアリモニーだと思っていたので、それはここに入りませんでした。一方、日本人の

起草委員は、この当時はサラリーマン家庭はまだマイノリティーでしたから、自営業の家

業を営んでいる家で、これで半分取られてしまうと、というので、それで慌ててその他一

切の事情を考慮できる文言を付けて、この現行法になっているわけです。立法後、実際の

実務は日本人的な手切れ金的な感覚で、たんすと水屋だけしかもらえないような財産分与

がありました。次第に、サラリーマン家庭が増えた高度成長期に、主婦の寄与分が認めら

れるようになって、それでも当初はパーセンテージが少なかったのですが、やがて実務が

現存財産の２分の１という水準でかなり機械的に計算をするようになりました。そういう

実務になっていたところで平成８年改正要綱の議論を致しました。 

  あのときは、現存財産の２分の１という基準だと、夫が離婚後も毎月１００万円の収入

がある一方、奥さんの方はパートでやっと１０万円だというときに、現存財産を２分の１

に分けても、これは不公平だろうと、そういう場合にもう少し奥さんが取れるようにした

いという要請が一つです。もう一つは、条文は男女平等に書かなければいけないのですけ

れども、社会には実際に男女差別が存在するので、そこのところを配慮する必要がありま

す。１００万円と１０万円の差の件もそうなのですけれども、逆にまた、例えば女医さん

が奥さんで、夫の方は働きも家事も何もしないで彼女にぶら下がって遊んできたというよ

うなケースだったときに、それで彼が財産分与をたくさん取れるというのはおかしいだろ

うと、そういう場合には彼の請求権は制限したいというのももう一つの要請でした。そう

いう表に出ていない男と女の違いみたいなものが配慮できるような条文にしたいというの

も要請の一つでした。 

  その関連で少し、先ほどの法定養育費の問題に戻ってしまって恐縮なのですが、武田委

員が例を挙げて言われましたように、生活が著しく窮迫するという要件は、私は自動的に、

例えば、こどもを育てているのは父親の方で、収入がそれなりにあって、そして、こども

を育てられない病身の母親が、いきなり法定養育費だからといって決められた額を取られ

てしまうという類型を防ぐための要件だと読んでおりました。そういうふうに、どう読む

かということは、現実の社会状況を配慮しながら解釈する必要があると思います。この長
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い民法第７６８条の条文の中にいろいろな配慮がこもっていて、その御苦労の結果、長く

はなっておりますけれども、平成８年改正のときに議論をした要素はこれでかなうのでは

ないかと思いながら拝読しております。多少まだ手が入る可能性はあるのかもしれません

が、私のそのときのメンバーとしての記憶から見て、これだけ書き込んでいただければ、

そのときの議論の要請は果たせているように思いました。賛成ですという趣旨の発言です。

ありがとうございました。 

○窪田部会長代理 ありがとうございました。いろいろな点から御発言いただきましたが、

基本的にはこの第６で示された考慮要素の明確化という部分については、平成８年の議論

を十分に踏まえたものとして、それを受けた上でこういうふうに詳細に書かれたという理

解が可能ではないかという水野委員の御認識を示していただいたものかと思いますし、ま

た、その上でこれについて賛成の意見をおっしゃっていただいたものだと認識しておりま

す。 

○棚村委員 私もこの財産分与の考慮要素の明確化、第６の１のところは御提案どおりで賛

成です。ただ、私も幾つか部会に入って要綱案をまとめさせていただいたときも、最終的

には内閣法制局というプロがいまして、ほかの法文、条文との整合性とかというので、ブ

ラッシュアップというのですか、いろいろ修正が出たりしますので、最終的にはこういう

提案で御了解をし、若干の字句の修正等を事務局に委ねるというのですかね、法制局とか

ほかのところとの調整ということでお願いできればと思っております。 

○窪田部会長代理 どうもありがとうございました。基本的には財産分与についての考慮要

素の明確化ということについての賛成の御意見を伺ったものと思います。 

  ほかに御発言はございますでしょうか。 

○原田委員 委員の原田です。期間制限の問題で、それと所要の整備というところとの関連

なのですけれども、例としては裁判手続や戸籍等に関する事項となっておりますが、年金

分割についても同様に考えられるでしょうか、というか、考える必要があるのではないか

と思っているのですけれども。 

○窪田部会長代理 その点については、事務当局からお答えいただけますでしょうか。 

○北村幹事 年金分割につきましては、まず財産分与についての検討を所管の部局の方が推

移を見守っていらっしゃる、その上でこちらの議論が決まれば、対応が必要ということで

あれば対応を御検討されるということになろうかと思います。 

○原田委員 ので、年金分割についても延ばしてほしいという意見を申します。 

○窪田部会長代理 明確な意見ということで、ありがとうございます。 

  ほかはいかがでしょうか。 

○赤石委員 しんぐるまざあず・ふぉーらむの赤石です。度々ありがとうございます。それ

で、原田委員がおっしゃった年金分割、少しだけ意見は言わせていただきます。私どもも

年間何件か、やはり年金分割が、もう調停は出たのに手続を忘れていました、みたいな方

が御相談に来ることがございますので、私も延びることには賛成でございます。 

  第７の所要の整備というところで、言わずもがなのことを一応申し上げておきます。昨

年の１１月１５日だったかと思いますが、４名の委員で、この民事法制が変わるときには

支援制度が必要であるという意見書を提出させていただきました。これについてはここで

議論することではないですよねという話になりつつも、この支援制度の充実が必要である
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ということは各委員のほとんどの方が御賛成の発言をしてくださったように私は、記憶し

ておるところでございます。ですので、ぜひこの要綱のたたき台が出てきたときに、やは

り先ほども、いろいろな各所に支援の制度の必要性ということが、第三者機関のところも

そうなのでございますが、各所にあるし、法テラスでの無料での相談の拡充ですとか、い

ろいろなこともございます。ぜひそこが並行して実現することを望んでおりますというこ

とを、しつこく言わせていただきたいと思います。 

○窪田部会長代理 ありがとうございました。所要の整備という中に、他の省庁が管轄する

支援制度との連携も必要不可欠だというのは多分。 

○赤石委員 法務省の管轄のものも当然ございます。 

○窪田部会長代理 それも含めて連携していく必要があるということ自体は多分、皆共通の

認識としてあるのだろうと思います。その上で、法務省のこの審議会でできることとでき

ないことはあるとしても、相手方のあることではありますから、当然ここで決めれば決ま

るというわけではないのですけれども、それについて連携していくという形で作業をお願

いしたいというのは、こちらからも法務省にお願いしたいと思いますし、先ほどもこども

家庭庁の方で進めている作業との連携ということも御指摘がありましたので、そうした点

についても法務省で十分に踏まえつつ進めていっていただければと思います。 

○赤石委員 ありがとうございます。今日は民事局長さんもいらしていることでございます

し、ぜひ進めていただきたいと思います。 

○窪田部会長代理 ほかに御発言はございますか。 

○落合委員 少し前のところを蒸し返すのですけれども、認知をした場合の養育料の話なの

ですけれども、赤石委員と棚村委員のおっしゃったことは、原則そうあるべきだと思うの

ですけれども、でも、そうすることによって認知をしなくなるのではないかという、認知

が遅れるようになるのではないかという、その心配もありまして、ということだけ一言言

いたいと思いました。 

○棚村委員 法律的な条文だと、法的な親子関係が婚姻外のこどもとお父さんとの間で成立

するためには、任意認知届出を出すか、裁判認知、強制認知、それをした後の親子関係の

中で民法７８８条は、認知後の子の監護に関する事項の定めをしており、この監護費用が

定められているのです。それのつなぎとしての法定養育費という仕組みなのです。 

○落合委員 つなぎの話ですね、分かりました。 

○棚村委員 ですから、親子関係が認められた後のこどもの生活を守るための費用の問題と。

それのつなぎも、必要性ではやはり相当大きいのではないかということで申し上げました。 

○落合委員 すみません、そういうことでしたら、よく分かりました。 

○窪田部会長代理 もう司会の手を離れているようですが。 

○棚村委員 申し訳ありません。 

○窪田部会長代理 いずれにしても、認知後の扶養料については重要な問題であることはも

う間違いないと思うのですが、いずれにしても離婚後の扶養料の問題を解決した上で、そ

れをそこまで及ぼして考えるかどうかという、多分問題の立て方になると思いますので、

取りあえず第一段階のところをクリアした上での検討課題ということになるのだろうと思

います。 

  それ以外に御発言はございますでしょうか。 
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○久保野幹事 ありがとうございます。第５、養子に関する規律の（注）のところに関して

です。私は、方向性としましては、この問題はやはり親権喪失や親権停止を正面から使っ

ていくことや、先ほど御指摘の出ました養子の離縁をどのように可能としていくかという

方向で考えるのが筋ではないかという印象を持っております。 

  その際、十分に整理できていないのですが、先ほど池田委員から御指摘がありましたと

おり、第８１１条の離縁の協議の当事者の今後の解釈や、離婚後共同親権との関係でどの

ような法改正があり得るかということや、それと連動して第８１５条の離縁の訴えを提起

できる人は誰かということを考えてみる必要があるわけでして、その点と関連して、第５

の１（２）で方向性が既に打ち出されている、養親の配偶者であり実父母の一人であると

いう人が親権を持つということについて、明確に言えないのですが、養子縁組の前と後で

同じ親権なのか、いや、こういう場合の親権というのは、同じ実父母が持つ親権であって

も、養子縁組によって性質を変えた親権と見るのかといったことと関係するように思いま

す。仮に養子縁組によって何かしら性質が変わるといったような解釈をするなら、少し突

飛かもしれませんけれども、離縁に関わる問題の解釈へも影響するかと思います。言いた

いことは、この場面における実父母の一方の親権というものの性質なども考えてみて、離

縁について何か工夫する、修正する可能性がないかといったことも考えた上で対処すると

いうのがあり得るのだと思います。このように考えますと、これらの検討を今回の審議で

行うのかということが課題になるという御指摘も先ほど出たのだと思いますので、その御

意見に賛成です。 

○窪田部会長代理 ありがとうございました。久保野幹事からは、養親の親権をめぐる問題

については、例えば養親の親権喪失、あるいは離縁という方向で考えていくのが基本的な

筋ではないかということを御指摘いただいた上で、多分法的な観点、法律学の観点からす

ごく大事な御指摘であったのが、第５の１（２）で、子の父母であって養親の配偶者であ

る者についての親権というのは、これは元々親権を持っていたわけですが、その親権がそ

のまま継続してあるのか、そうではなくて、養親の親権に言わば付随するとか、派生する

とか、由来するといったような形での、同じ親権であったとしても、新しく養親との関係

で基礎づけられる親権と考えるのかというのが、先ほどの池田委員から御提案があった問

題との関係でも重要なポイントとなるのではないかということの御指摘であったかと思い

ます。久保野幹事からは、今これについて事務当局はどう考えるのかということを答えて

ほしいとか、そういう趣旨ではないと理解しているのですが、それでよろしいでしょうか。 

  ありがとうございました。 

  大変に急かす形になって申し訳なかったのですけれども、一応第５、第６、第７につい

ても御意見を伺ったという形にさせていただければと思います。先ほどから繰り返してお

りますとおり、本日の段階では意見の集約を図るという必要はございませんので、事務当

局から示されたたたき台に対して賛成の意見、また、一定の配慮が必要だといった御意見

等もございましたけれども、それらの意見を含めて事務当局で検討してもらって、要綱案

のたたき台を更にブラッシュアップしていただくという方向で対応させていただければと

思います。 

  大変恐縮でした。大村部会長の議事進行の方が安心感があるということを再認識しつつ、

手際はよくなかったですが、最後まで御協力を頂いて、何とかたどり着くことができまし
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た。本日の審議はここまでとさせていただきたいと思います。 

  次回のスケジュール等について、事務当局から御説明をしていただきます。お願いしま

す。 

○北村幹事 事務当局でございます。次回の会議は、令和５年１０月３１日火曜日、午後１

時３０分から午後５時３０分までで開催させていただきたいと思います。場所は改めて御

連絡いたします。今、部会長代理からも御指示いただきましたけれども、どのような資料

を御用意させていただくかにつきましては、部会長、部会長代理と十分御相談をさせてい

ただいた上で、事務当局の方で検討させていただければと思います。 

○窪田部会長代理 それでは、法制審議会家族法制部会の第３１回会議を閉会させていただ

きます。 

  本日も熱心な御審議を賜りまして、どうもありがとうございました。 

－了－ 

 


